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はじめに 

 

 

 多可町では、住民自らの努力により従来からごみの減量、資源化に取り組んでいた

だいた結果、１人１日当たりのごみ排出量は県内でも少ない部類に属しています。 

しかし、その量は徐々に増加傾向にあり、資源化率も伸び悩んでおり、更なる取組

が必要と考えます。 

 2017（平成28）年度に策定した第２次多可町総合計画においても、「環境意識の高い

まちをめざす」を重要な施策の一つに掲げ、ごみの減量化の推進や循環型社会の実現

に取り組むこととしています。 

 そのような中、ごみ排出の抑制や循環型社会実現のために目指す方向性と目標達成

に向けた施策をまとめたものが、この「多可町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」で

す。 

 ごみの減量や資源化への取組は、行政だけの課題ではありません。住民や事業者、

行政が目標を共有し、ともに知恵と力を出し合いながら行動する必要があります。 

本計画では、「ともに進める“ごみ減量”と“資源循環”～もったいない！の心を行

動へ～」を基本理念に掲げています。計画目標の達成に向けて、住民、事業者の皆様

とともに、様々な施策を積極的に推進していきたいと考えています。 

本計画の趣旨を十分にご理解いただき、家庭や地域、職場において、ごみの減量、

資源化に、ともに取り組んでいただきますようお願い申し上げます。 

最後に、この計画策定にあたりまして、住民アンケートや事業者アンケートにご協

力いただきました皆様並びに調査にご協力いただきました関係団体の皆様、貴重なご

意見・ご提言をいただきました関係者の皆様、そして、計画案作成について熱心にご

審議を賜りました多可町環境保全審議会の委員の皆様には、心から厚く感謝申し上げ

ます。 

 

 

平成30年３月 

 

 

多可町長  吉 田  一 四 
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第１章 計画の基本的事項 

今回計画を策定するに当たっての目的をはじめ、法的位置付けや対象となるご

みの範囲といった計画の性格のほか、計画の対象区域、期間について示します。 

 

１ 計画の目的 

廃棄物（ごみ）は地域社会と私たちの暮らしを映し出す“鏡”です。私たち

の活動がつくりだしたごみによって、地域の環境と暮らしが影響を受けること

をなくし、次世代に恵まれた環境を引き継がなければなりません。今日のごみ

問題は、大規模な資源採取による自然破壊や天然資源枯渇の懸念、また二酸化

炭素（CO２）など温室効果ガスの排出による地球温暖化など、様々な環境問題に

も密接に関係しています。 

国においては、「循環型社会形成推進基本法」*10（平成 12 年法律第 110 号）を

制定し、ごみそのものの発生を抑えるとともに減量に取り組み、やむなく生じ

たごみについても、資源やエネルギー等への利活用等を用いることで、天然資

源の消費を抑制し、環境への負荷が少ない循環型社会の構築を目指しています。

また、「第２次循環型社会形成推進基本計画」（2008（平成 20）年）の制定以降、

「地域循環圏*14 形成推進ガイドライン」（2012（平成 24）年）、「地域循環圏形成

の手引き」（2016（平成 28）年）が策定され、地域社会の循環圏づくりが推進さ

れています。 

多可町（以下「本町」といいます。）においても、多可町総合計画に基づき、

循環型社会形成に係る施策として「環境意識の高いまちをめざす」を掲げ、ご

みの減量の推進やごみの不法投棄対策、環境学習・環境教育の推進に取り組ん

でいます。本町ではこれらの計画に基づき、これまでのごみの減量、資源化に

取り組んできた結果、ごみ排出量は減少傾向にあります。１人１日当たりのご

み排出量は約 644ｇ（2015（平成 27）年）と県内でも少ない部類に属していま

すが、近年徐々に増加傾向となっています。また、資源化率も伸び悩むなど、

さらなる取組が求められます。 

2016（平成 28）年８月、“燃やすから生かす”の考えのもと、本町は西脇市と

１市１町の枠組みで新ごみ処理施設の整備を進めることを決定し、2024（平成

36）年度の稼働に向けて取組を進めています。 

このような状況の中、本町のごみ処理施策の展開や中長期的な展望などを踏

まえ、住民・事業者・行政が相互に協力・連携して行動する取組を長期的・総

合的に実践するための指針として、「多可町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

（以下「本計画」といいます。）を策定するものです。  



 

2 

２ 計画の性格 

⑴ 計画の位置付け 

一般廃棄物処理基本計画とは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭

和 45 年法律第 137 号）第６条第１項に基づき、市町村における一般廃棄物の

減量化や資源化及び計画的な処理を行うために策定するものであり、ごみの

発生抑制、資源化、収集運搬、中間処理*15 及び最終処分*07 等を定めた「ごみ

処理基本計画」と、し尿、汚泥及び生活雑排水の処理・処分を定めた「生活

排水処理基本計画」とで構成されています。 

 

⑵ 計画の対象範囲 

廃棄物には、大きく分けて「一般廃棄物」と「産業廃棄物」があります。 

「産業廃棄物」は、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律で定める20種類をいい、それ以外の廃棄物が「一般廃

棄物」とされています。なお、産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性、

その他人の健康や生活環境に被害を生じるおそれがあるものについては、「特

別管理産業廃棄物」に定められています。 

一般廃棄物には、一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物である「生活

系ごみ」と事業活動に伴って生じた「事業系ごみ」、「生活排水」、「特別管理

一般廃棄物」があります。本計画は、一般廃棄物のうち、「生活排水」及び「特

別管理一般廃棄物」を除くごみに関する計画です。 

 

図表１－１ 廃棄物の分類 

 

内が本計画の対象範囲となります。  

廃棄物  

産業廃棄物  

特別管理産業廃棄物  

生活系ごみ 

事業系ごみ 

特別管理一般廃棄物  

（事業活動に伴って生じた廃棄物であって廃棄物処理法で規定された 20 種類の廃棄物） 

（爆発性、毒性、感染性のある廃棄物） 

（事業活動に伴って生じた廃棄物で産業廃棄物以外のもの） 

（一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物） 

（廃家電製品に含まれるＰＣＢ使用部品、ごみ処理施設の集じん 

施設で集められたばいじん、感染性一般廃棄物等） 

生活排水 

ごみ 

一般廃棄物  
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⑶ 他の計画との関連 

一般廃棄物処理基本計画の策定に当たっては、図表１－２に示す関係法令、

国や県が定める諸計画及び本町における上位計画である第２次多可町総合計

画等との整合性を図ります。 

 

 

図表１－２ 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【多可町】 

【兵庫県】 

【 国 】 
環境基本法 

第 2 次多可町総合計画 

多可町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

第四次環境基本計画 

循環型社会形成推進基本法 

第三次循環型社会形成推進基本計画 

＜廃棄物の適正処理＞ 

廃棄物処理法 

廃棄物処理法基本方針 

＜国等が率先して再生品等 

の調達を推進＞ 

＜再生利用の推進＞ 

 

＜個別物品の特性に応じた規制＞ 

資源有効利用促進法 

容器包装リサイクル法 

家電リサイクル法 

食品リサイクル法 

建設リサイクル法 

自動車リサイクル法 

小型家電リサイクル法 

グリーン購入法 

兵庫県廃棄物処理計画 

関係自治体の一般廃棄物 
（ごみ）処理基本計画 （調和） 
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図表１－３ 上位計画の概要 
 

第２次多可町総合計画 

（計画期間：2017（平成29）～2026（平成38）年度） 

基本理念 天たかく 元気ひろがる 美しいまち 多可 

～人がたからのまち きらり輝くまち～ 

基本目標 １ まちの誇り「水と緑」を守りつなぐまち 

２ 安全・安心・快適を実感できるまち 

３ 働く場が充実し、地域の魅力が高まるまち 

４ 地域主体で支え合い、助け合う健康で人にやさしいまち 

５ 子どもの元気な声があふれ、生涯にわたり笑顔で暮らせるまち 

６ 協働による自主自立のまち 

＜循環型社会形成に係る施策＞ 

■まちの誇り「水と緑」を守りつなぐまち 

政策：環境保全意識の向上 

施策：環境意識の高いまちをめざす 

指標 現状値 
2026（平成38）年度 

目標値 

一人一日あたりのごみ排出量 
636g 

2014（平成26）年度 
600g 

 

取り組む事項：ごみの減量化の推進 

ごみの不法投棄対策 

新たなごみ処理施設の整備 

環境学習・環境教育の推進 
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３ 計画の対象区域 

本計画の対象区域は、本町全域とします。 

 

 

４ 計画の期間 

本計画の計画期間は、2018（平成 30）年度を初年度とし、2029（平成 41）年

度までの 12 年間とします。また、2023（平成 35）年度までを前期、以後 2029

（平成 41）年度までを後期とし、2023（平成 35）年度を中間目標年度とし、見

直しを行います。 

また、関係法令の改正、廃棄物を取り巻く環境の変化等、社会情勢に大きな

変動があった場合は、必要に応じて本町による見直しを行うものとします。 

 

図表１－４ 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（年度）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029
(H29) (H30) (H31) (H32) (H33) (H34) (H35) (H36) (H37) (H38) (H39) (H40) (H41)

計
画
策
定

中
間
年
度

 
 
新
ご
み
処
理
施
設
稼
働

最
終
年
度

初
年

度

中
間

目
標
年

度

最
終

年
度

前期 後期
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第２章 ごみ収集・処理・処分の現状 

第２章では、本町におけるごみの収集体制や分別区分及び収集・処理・処分の

流れのほか、ごみの排出量や処理量、最終処分量の実績を記載します。また、収

集・処理・処分に関する経費や温室効果ガス排出量について示します。 

 

１ ごみ処理体制 

現在、町内の家庭から排出される一般廃棄物については、北播磨清掃事務組合

（以下「みどり園」といいます。）において、可燃ごみステーション 510 箇所、不

燃ごみステーション 103 箇所（2017（平成 29）年度）を対象に収集・運搬を行い、

収集した可燃ごみは焼却施設にて焼却します。金属類・ビン類・大型ごみは、中

間処理施設（リサイクルプラザ）で分解・破砕等の工程を経て、また、ペットボ

トルはプラヤードで手選別・減容化*05 を行い、容器包装プラスチック（以下「容

器包装プラ」といいます。）及び小型家電*06 は無処理で、それぞれ資源化業者が資

源化処理を行っています。資源化できないその他の不燃物類は、みどり園はやす

クリーンセンターで埋立てによる最終処分を行っています。 

そのほか、紙類、ペットボトル、食品トレー等の資源物については、地域での集

団回収*09（スーパーでの店頭回収*18 等を含む。）の利用を推進しています。 

また、町内の事業所から排出される事業系ごみは、一般廃棄物収集運搬許可業

者（以下「許可業者」といいます。）２社が収集し、みどり園に搬入しています。 

一方、新ごみ処理施設の整備について、隣接の西脇市と１市１町の枠組みで

「新ごみ処理施設整備に関する基本合意書」を締結し、2024（平成 36）年度の

稼働を目指して取組を進めています。 

 

図表２－１ みどり園 
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２ 収集・運搬 

⑴ 分別区分（生活系ごみ） 

本町におけるごみの分別区分とその内容を、図表２－２に示します。 

 

図表２－２ 分別区分 

分別区分 収集回数 対 象 
排出方法/ 

排出場所 

燃えるごみ ２回/週 

生ごみ、スニーカー、おもちゃなどのプラスチック

製・布製の製品など（長いものは、一辺の長さ50cm

以下にする。） 

指定袋（黄色）/ 

可燃ごみステーション 

容器包装プラ １回/週 

商品の容器や包装に使われていたプラスチックご

み。食品トレー、シャンプー・洗剤のボトル、豆腐・

卵のパック、お菓子などの袋でプラマークがあるも

の 

指定袋（透明）/ 

可燃ごみステーション 

ペットボトル １回/４週 
しょうゆ、酒類、コーヒーやジュースなどの飲料の

ペットボトル 

指定袋（透明）/ 

可燃ごみステーション 

金属類 １回/週 
スチール缶、アルミ缶、スプレー、フライパン、鍋

（ホーロー鍋を含む。）など 

不燃物容器/ 

不燃ごみステーション 

無色透明ビン ２回/７週 飲料などの無色透明のビン 

不燃物容器/ 

不燃ごみステーション 

茶色ビン ２回/７週 飲料などの茶色ビン 

色ビン １回/７週 
飲料などの青、緑、黒等少しでも色のついているビ

ン（茶色を除く。） 

その他の不燃

物類 
２回/７週 

ガラス食器、耐熱食器、化粧品容器、蛍光灯、乾電

池、せともの、灰皿、窓ガラスなど 

不燃物容器/ 

不燃ごみステーション 

大型ごみ 随時 
家具類やインテリア類、小物製品類で50cm以上のも

の、立体が30cm以上の硬いもの（金属製等） 
自己搬入又は戸別収集 

廃食用油 随時 
一般家庭から排出される使用済み又は未使用で不

用なもの（植物性の食用油のみ） 

多可町役場本庁舎内 

回収ボックス 

小型家電 随時 

電話機、携帯電話、携帯用テープレコーダー、携帯

用ビデオカメラ、携帯用オーディオプレーヤー・MD

プレーヤー・CDプレーヤー、ICレコーダー、VICSユ

ニット、ETC車載ユニット、デジタルカメラ、据置

型ゲーム機、携帯型ゲーム機、電子辞書 

専用ボックスに投入/ 

公共施設内回収ボック

ス 

集団回収 随時 
新聞紙、雑誌、段ボール及び牛乳パック等の紙類、

古繊維及び古布等の布類、金属類 

実施団体が指定する場

所 

 

  

テレビ、冷蔵（凍）庫、洗濯機、エアコン、パソコン、自動車、単車など（部品を含む）、タイヤ、

ホイール、バッテリー、農業用マルチ、農機具、消火器、建築廃材、塗料、油脂類、薬品、医療系

廃棄物 など  

【町では収集しないごみ】 
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⑵ ごみ処理フロー 

現在の本町におけるごみの処理フローを、図２－３に示します。 

 

図表２－３ ごみの種類と処理のフロー（2015（平成 27）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１）大型ごみ、ペットボトル、小型家電、集団回収以外の項目には事業系ごみも含みます。 

（※２）大阪湾フェニックスセンター：大阪湾広域臨海環境整備センター。広域臨海環境整備センタ

ー法（昭和56年法律第76号）に基づき昭和57年に設立されました。 

（※３）はやすＣＣ（みどり園はやすクリーンセンター）：西脇市にある一般廃棄物の管理型最終処

分場です。2009（平成21）年１月にオープンし、20年間の計画でその他の不燃物類等を埋立

処分しています。 

（※４）小型家電は 2015（平成 27）年 10 月より実証実験を実施し、2016（平成 28）年度から本格的

な回収を開始したため、数値は未記載としています。  

生活系： 2,826 t 焼却処理 3,897 ｔ

事業系： 963 t 362 t 362 t

合計 3,789 t 燃えるごみ 3,789 t

（容器包装プラ） 1 t 13 t

13 t

再生業者 0 ｔ

選別可燃 108 t 0 ｔ

16 t

生活系： 137 t （大型ごみ）

 41 t

処理量 421 t
生活系： 40 t
事業系： 1 t 大型ごみ 137 t

合計 41 t （可燃） 107 t 130 t
（資源） 16 t

（不燃） 14 t

金属類 41 t

ビン 130 t 101 t

生活系： 119 t

事業系： 11 t

合計 130 t

容器包装プラ 102 t 11 t

（可燃） 1 t

生活系： 102 t （容器包装プラ） 101 t

ペットボトル 11 t

破袋・手選別・減容
（ペットボトル）

生活系： 11 t

生活系： 60 t 86 t

事業系： 12 t （直接埋立） 72 t

合計 72 t （処理残渣） 14 t

918 t 918 t

再生業者

区分 中間処理 最終処分

みどり園

燃えるごみ 焼却処理施設 飛灰
焼却灰

大阪湾フェニックス

センター（※２）

大型ごみ 107 t 焼却灰
（焼却鉄分）

色ビン：
無処理（ビン）

焼却前資源化（紙類）

再生業者

大型ごみ 資源化量

リサイクルプラザ
再生業者

プレス処理
（金属類）金属類

再生業者

ビン
再生業者

再生業者

容器包装プラ 無処理
（容器包装プラ）

ペットボトル

再生業者

無処理（小型家電）


小型家電（※４）

埋立地

（はやすＣＣ）
（※３）その他の不燃物類

新聞・雑誌・チラシ・ダンボール・古ボール・紙パック
・アルミ缶・ビールビン等（品目は実施団体による）集団回収 再生業者
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⑶ ごみ排出量の推移 

ごみの排出形態別排出量の推移を、図表２－４、２－５に示します。全体

として、排出量は、2007（平成 19）年度に有料指定収集袋制度を導入したこ

とにより大きく減少し、増減を繰り返しながら 2013（平成 25）年度以降は減

少しています。生活系ごみと集団回収量は減少傾向が続いています。なお、

事業系ごみについては、2011（平成 23）年度以降増減を繰り返していますが、

増加傾向にあります。 

図表２－４ ごみの排出形態別排出量 

 

 

 

 

 

 
出典：みどり園資料及び兵庫県環境整備課資料 

 

図表２-５ ごみの排出形態別排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ごみの種類別排出量の推移を、図表２－６から２－８に示します。全体と

しては、2013（平成 25）年度をピークに減少傾向にあります。燃えるごみは

2012（平成 24）年度以降 3,700t を超えており、横ばいとなっています。資源

ごみ、その他の不燃物類は、減少傾向となっていますが、大型ごみは 2014（平

成 26）年度に減少した後、2015（平成 27）年度に増加しています。 

 

 

 

排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合

生活系ごみ 4,066 66.5 4,199 67.6 3,301 60.8 3,333 61.4 3,344 63.0 3,294 63.0

事業系ごみ 865 14.2 847 13.6 897 16.5 908 16.7 846 16.0 808 15.4

集団回収 1,177 19.3 1,170 18.8 1,232 22.7 1,191 21.9 1,114 21.0 1,130 21.6

合計 6,108 100.0 6,216 100.0 5,430 100.0 5,432 100.0 5,304 100.0 5,232 100.0

排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合 排出量 排出割合

生活系ごみ 3,368 64.1 3,388 64.6 3,384 63.3 3,332 63.4 3,295 63.3

事業系ごみ 810 15.4 865 16.5 960 18.0 959 18.2 987 19.0

集団回収 1,080 20.5 993 18.9 1,000 18.7 965 18.4 918 17.7

合計 5,258 100.0 5,246 100.0 5,344 100.0 5,256 100.0 5,200 100.0

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

単位：排出量＝ｔ、排出割合＝％

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

6,108 6,216 

5,430 5,432 5,304 5,232 5,258 5,246 5,344 5,256 5,200 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（ｔ）

（年度）

生活系ごみ 事業系ごみ 集団回収
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図表２－６ ごみの種類別排出量 

  

 

 

 

 

出典：みどり園資料及び兵庫県環境整備課資料 

 

図表２－７ ごみの排出形態別及び種類別排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料及び兵庫県環境整備課資料 

  

単位：ｔ

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

燃えるごみ 3,631 3,708 3,798 3,782 3,789

資源ごみ 338 318 323 306 284

その他の不燃物類 85 87 73 79 72

大型ごみ 124 140 150 124 137

集団回収 1,080 993 1,000 965 918

合　計 5,258 5,246 5,344 5,256 5,200

単位：ｔ

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

生活系ごみ 3,368 3,388 3,384 3,332 3,295

　収集 3,250 3,254 3,240 3,215 3,164

燃えるごみ 2,853 2,875 2,866 2,852 2,826

資源ごみ 323 303 308 295 272

その他の不燃物類 68 70 60 61 60

大型ごみ 6 6 6 7 6

　直接搬入 118 134 144 117 131

大型ごみ 118 134 144 117 131

事業系ごみ 810 865 960 959 987

　許可業者による搬入 692 752 840 835 861

燃えるごみ 678 736 824 822 849

資源ごみ 9 10 10 7 6

その他の不燃物類 5 6 6 6 6

　直接搬入 118 113 120 124 126

燃えるごみ 100 97 108 108 114

資源ごみ 6 5 5 4 6

その他の不燃物類 12 11 7 12 6

合計 4 ,178 4 ,253 4 ,344 4 ,291 4 ,282

集団回収 1,080 993 1,000 965 918

紙類 841 775 768 750 705

紙パック 8 5 2 2 2

金属類 95 80 89 81 87

ガラス類 0 0 0 0 0

ペットボトル 13 10 12 11 8

白色トレイ 2 2 1 1 1

布類 121 121 128 120 115

総排出量 5 ,258 5 ,246 5 ,344 5 ,256 5 ,200
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図表２－８ ごみの種類別排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ １人１日当たりのごみ排出量 

過去５年間の１人１日当たりのごみ排出量（生活系ごみ、事業系ごみ、集

団回収、店頭回収の合計）の推移を、図表２－９に示します。本町では年々

増加傾向にありましたが、全国及び兵庫県平均と比べると大きく下回ってお

り、2015（平成 27）年度は全国と比べて約 295 グラム少なく、兵庫県平均よ

り約 312 グラム少なくなっています。 

 

図表２－９ １人１日当たりのごみ排出量の推移（集団回収を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料 

また、集団回収を除く１人１日当たりのごみ排出量の推移を、図表２－10に

示します。上記の傾向と同様であり、全国及び兵庫県平均と比べると大きく下

回っています。 

 

 

 

 

612.4 620.6 
640.9 645.0 643.9 

1,001.5 984.1 974.7 965.9 955.9 

976.2 963.5 957.5 947.2 938.5 

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

H23 H24 H25 H26 H27

（g/人日）

（年度）

多可町

兵庫県

全国

5,258 5,246 5,344 5,256 5,200 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23 H24 H25 H26 H27

（ｔ）

（年度）

燃えるごみ

資源ごみ

その他の不燃物類

大型ごみ

集団回収
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486.6 503.1 521.0 526.6 530.2 

907.9 895.0 888.9 883.5 876.7 

918.8 907.3 902.5 893.8 887.5 

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

H23 H24 H25 H26 H27

（g/人日）

（年度）

多可町

兵庫県

全国

図表２－10 １人１日当たりのごみ排出量の推移（集団回収を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料 

 

 

３ 中間処理 

⑴ 中間処理の概要 

収集及び直接搬入されたごみの中間処理は、可燃ごみについては「焼却処

理」を、大型ごみはリサイクルプラザにて「破砕・選別処理」を行っていま

す。 

また、資源ごみはストックヤード等に一時保管し、資源化業者へ引き渡し

を行っています。各施設の概要を図表２－11 から２－13 に示します。 

 

図表２－11 可燃ごみ焼却処理施設の概要 

名 称 みどり園 ごみ処理施設 

所 在 地 西脇市富吉南町 262番地の１ 

供 用 開 始 1996（平成８）年３月 

処 理 方 式 全連続燃焼方式（流動床方式） 

焼却処理能力 66ｔ/24ｈ×２基 

設 備 内 容 受入供給設備：トラックスケール 

：ごみピット（ピット＆クレーン） 

ガス冷却設備：水噴射式 

通 風 設 備：平衡通風式 

除 じ ん 設 備：バグフィルタ（２基） 

：HCL・NOX除去装置（２基） 

煙 突 高：59ｍ（地上高） 

排水処理設備：炉内噴霧（場内クローズドシステム） 
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図表２－12 リサイクルプラザ（処理施設）の概要 

名 称 みどり園 リサイクルプラザ 

所 在 地 西脇市富吉南町 262番地の１ 

供 用 開 始 1996（平成８）年３月 

処 理 方 式 回転せん断式破砕機 

処 理 能 力 20t/５ｈ×１基 

設 備 内 容 破 砕 設 備：横型回転式（衝撃・せん断併用） 

選 別 設 備：形状選別機、磁力選別機、アルミ選別機、可燃

物・不燃物分離装置 

プ レ ス 形 式：アリゲータ方式（約６ｔ/日） 

選 別 種 類：アルミ缶、スチール缶、その他アルミ類、その

他スチール類、可燃物、不燃物 

排 水 設 備：場内クローズドシステム 

そ の 他 設 備：フロン回収装置、ストックヤード、ホイールロ

ーダー、フォークリフト 

 

図表２－13 ストックヤードの概要 

名 称 みどり園プラヤード 

所 在 地 西脇市富吉南町 263番地の15 

供 用 開 始 2006（平成18）年３月 

施 設 規 模 823㎡ 

設 備 内 容 ペットボトル圧縮設備：0.16ｔ/日（ストック容量 21㎡） 

容器包装プラ保管設備：1.34ｔ/日（ストック容量 387㎡） 

 

 

⑵ 焼却処理量 

過去５年間の焼却処理量の推移を、図表２－14、２－15 に示します。本町

は燃えるごみ（資源化可能物を除く焼却処理量）と大型ごみ等の中間処理 残
ざ ん

渣
さ

*16（可燃分）を対象としており、2013（平成 25）年度をピークに増加後、

横ばい傾向にあります。 

 

図表２－14 焼却処理量 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料 

 

  

単位：ｔ

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

3,630 3,708 3,798 3,782 3,789

93 114 120 91 108

3,723 3,822 3,918 3,873 3,897

燃えるごみ

中間処理残渣

合　計
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図表２－15 焼却処理量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 最終処分 

過去５年間の最終処分量の推移を、図表２－16 に示します。全体としては横

ばい傾向にあり、処理 残
ざ ん

渣
さ

埋立量*12 はわずかながら増加していますが、直接

埋立量*17 は横ばいとなっています。直接埋立分は主にはやすクリーンセンター

へ、処理 残
ざ ん

渣
さ

埋立分については主に大阪湾フェニックスセンターに搬入し、

埋立処理を行っています。また、施設の概要を図表２－17 に示します。 

 

図表２－16 最終処分量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料 

 

図表２－17 最終処分場施設 

名 称 みどり園はやすクリーンセンター 

所 在 地 西脇市羽安町385番地 

供 用 開 始 2009（平成21）年１月 

埋 立 容 量 24,000m3 

埋 立 面 積 5,600m2 

浸 出 水 処 理 
カルシウム除去→生物処理→凝集沈殿  

→高度処理→消毒 方式 

埋 立 対 象 物 不燃ごみ、清掃ごみ、破砕残
ざ ん

渣
さ

、焼却灰等 

3,723 3,822 3,918 3,873 3,897 

0

1,500

3,000

4,500

H23 H24 H25 H26 H27

（ｔ）

（年度）

燃えるごみ 中間処理残渣

85 87 73 79 72 

349 362 375 374 376 

434 449 448 453 448 

0

100

200

300

400

500

H23 H24 H25 H26 H27

（ｔ）

（年度）

処理残渣埋立 直接埋立
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５ ごみの不法投棄 

本町では、環境美化向上のための啓発看板の設置や不法投棄防止資材の補助

等を行っています。 

また、公益社団法人西脇・多可シルバー人材センターに環境美化パトロール

事業を委託しています。年間 72 回（月６回）のパトロールのほか、不法投棄調

査や広報車等による街頭啓発を実施しています。 

近年の環境美化パトロールによる回収量を図表２－18 に示します。 

図表２－18 不法投棄ごみ回収量 

                            単位：ｔ 

 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

環境美化パトロール 

による回収量 
3.2 2.2 2.3 1.5 1.4 

出典：多可町生活安全課資料 

 

図表２－19 環境美化パトロールの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ごみの組成 

⑴ 生活系ごみ 

本町の生活系ごみ（大型ごみを除く、燃えるごみ、資源ごみ、その他不燃

物類）における課題を把握するため、都市計画区域と都市計画区域外それぞ

れのごみステーションからそれぞれ 200 キログラムの燃えるごみを収集し、

組成分析を実施しました。収集した試料は 31 に分類し、組成別に重量割合を

計算し、排出状況や減量・資源化可能物の混入状況から、異物混入割合や分

別精度を確認しました。 

概要は次のとおりです。 
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≪実施期間≫ 

2017（平成 29）年３月 13 日（月）～３月 17 日（金） 

 

≪調査結果≫ 

生活系燃えるごみでは、約７割以上が本町の定める燃えるごみの分別に沿っ

て排出されていましたが、資源化可能な品目も含まれていました。 

調査結果からみえる現状は、おおむね以下のとおりです。 

 

① 燃えるごみの中には都市計画区域及び都市計画区域外とも資源化又は減

量可能な品目が多く含まれていました。 

② 台所ごみが都市計画区域で31.15％、都市計画区域外で30.60％となって

います。 

③ その主な品目の割合は、未利用食品（食品ロス*11）が都市計画区域4.74％、

都市計画区域外5.52％であり、リサイクル可能な紙類が都市計画区域

17.53％、都市計画区域外 10.98％、プラスチック類が都市計画区域

8.91％（容器包装プラ8.39％、ペットボトル0.52％）、都市計画区域外

8.40％（容器包装プラ7.88％、ペットボトル0.52％）でした。 

④ 未利用食品、紙類、容器包装プラの排出状況は、手つかず又は汚れが少

ない状態のごみもありました。 

 

≪課題≫ 

地域特性として都市計画区域外の燃えるごみに土が付いたままの農作物が

排出されており、これらも未利用食品（食品ロス）と同様です。燃えるごみ

の減量に向けた食品ロスの低減はごみの排出抑制に直接つながるものであり、

住民への働きかけとして、「買いすぎ抑制」や「食べ残しの削減」の啓発など

を、より一層行う必要があります。また、資源化可能な品目には汚れが少な

いものも多く、減量又はリサイクルが可能な品質でした。これまで以上に集

団回収や適正分別を進めることが必要と考えられます。 

その他不燃物類と資源ごみは約９割が本町の定めるその他不燃物類と資源

ごみの分別に沿って排出されており、大きな問題はありませんでした。 
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びん類,0.00金属類, 0.67

紙類, 17.53

プラスチック類, 
8.91

その他の

不燃物類,
0.00

大型ごみ, 0.00

台所ごみ, 
31.15

未利用食品, 
4.74

木・草類,
3.86

衣類・繊維製

品・寝具類,2.14

紙おむつ, 4.23

その他可燃物, 
26.77

燃えるごみ,
72.89

 

図表２－20 生活系燃えるごみ調査結果 

（都市計画区域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都市計画区域外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 事業系ごみ 

本町及び西脇市の事業系燃えるごみにおける課題を把握するため、本町及

び西脇市からみどり園に搬入される事業系の燃えるごみ合計200キログラム

の組成分析を実施しました。生活系ごみと同様に31に分類し、組成別に重量

割合を計算し、資源化可能な品目や適正排出割合を確認しました。 

概要は、次のとおりです。 

 

≪実施期間≫ 

2017（平成29）年３月16日（木） 

 

びん類,0.13金属類, 0.16

紙類, 10.98

プラスチック類, 
8.40

その他の

不燃物類,
0.00

大型ごみ, 0.00

台所ごみ, 
30.60

未利用食品, 
5.52

木・草類,
3.98

衣類・繊維製

品・寝具類,1.40

紙おむつ, 16.39

その他可燃物, 
22.44

燃えるごみ,
80.33
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≪調査結果≫ 

事業系燃えるごみでは、約９割が本町の定める燃えるごみの分別に沿って

排出されていましたが、資源化可能な品目も多く排出されていました。 

調査結果からみえる現状は、おおむね以下のとおりです。 

 

①  事業系燃えるごみには資源化又は減量可能な品目が含まれていました。 

②  資源化又は減量可能な品目のうち主な品目の割合として紙類 28.80％、

未利用食品（食品ロス）3.62％でした。 

③  燃えるごみの中には、汚れが少ない紙類もあり、減量又はリサイクル可

能な品質のものが含まれていました。 

④  本来産業廃棄物である廃プラスチック類が 10.33％含まれていました。 

 

《課題》 

事業系ごみの特徴として、事業者特有の単一品目が多く、その中にはリサ

イクル可能な品目もあります。 

事業系ごみの減量・資源化を推進するためには、排出事業者は適正分別す

ることで処理費用を削減することができ、また許可業者は分別品目や排出方

法を指定することでリサイクルしやすい状態で収集できるなど、両者にとっ

てさらに有益な体制づくりが必要です。 

 

図表２－21 事業系燃えるごみ調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

びん類, 0.00
金属類, 0.13

紙類, 28.80

廃プラス

チック類, 
10.33

その他の

不燃物類,
0.25

大型ごみ, 0.00

台所ごみ, 
14.71

未利用食品, 
3.62

. 木・草類, 
0.20

衣類・繊維製品

・寝具類, 14.74

紙おむつ,
2.77 その他可燃物, 

24.45

燃えるごみ, 
60.49
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７ ごみ処理経費 

過去５年間の１人当たりの年間ごみ処理経費（事業系ごみ処理費や集団回収

助成金を含む｡）の推移を、図表２－22、２－23 に示します。 

2015（平成 27）年度のごみ処理に係る費用は、総額で 2 億 4,622 万 4 千円と

なっており、2008（平成 20）年度に比べ約 4,723 万９千円増加しています。 

また、１人当たりのごみ処理に係る費用は、2015（平成 27）年度は 11,160 円

となっており、2008（平成 20）年度に比べ約 2,800 円増えていますが、全国や

兵庫県と比べると、費用は低く抑えられています。 

図表２－24、２－25 に示す１トン当たりでみると、48,119 円となっており、

2008（平成 20）年度に比べ約 11,500 円増えています。経年推移をみると全体的

に増加傾向にあるものの、2015（平成 27）年度は、国や兵庫県を下回る状況で

す。 

 

図表２－22 １人当たりの年間ごみ処理経費 

  

 

 

 

 

出典：環境省一般廃棄物処理実態調査結果 

 

図表２－23 １人当たりの年間ごみ処理経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（千円）（円/人）

（年度）

処理総額 多可町 １人当たり

兵庫県 １人当たり 全国 １人当たり

単位：総額＝千円、１人当たり＝円/人

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

処理総額 198,985 205,537 215,238 239,396 242,975 253,298 240,821 246,224

１人当たり 8,403 8,575 8,975 10,145 10,493 11,090 10,786 11,160

15,602 16,764 14,163 15,271 15,440 14,825 15,731 17,187

16,122 16,201 16,176 15,844 16,009 16,628 17,365 17,564全国　１人当たり

多可町

兵庫県　１人当たり
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図表２－24 １トン当たりの年間ごみ処理経費 

 

 

 

 

 

出典：環境省一般廃棄物処理実態調査結果 

 

図表２－25 １トン当たりの年間ごみ処理経費の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ ごみ袋有料化収入及び使途状況 

本町では、ごみの減量や分別の徹底、ごみ処理費用の負担の公平化を目的と

して、2007（平成 19）年４月から有料指定収集袋制度を導入しました。現在「燃

えるごみ用」と「容器包装プラ・ペットボトル兼用」の２種類があり、各袋の

種類と金額を図表２－26 に示します。ごみ袋の有料化に係る収入及び利用状況

の推移を、図表２－27 に示します。リサイクルプラザ運営管理の費用は 2013（平

成 25）年度以降、減少傾向にあります。有料指定収集袋の購入等の費用は、2011

（平成 23）年度以降、増加傾向にあります。 

  

0

200,000

400,000

600,000

800,000

15,000

25,000

35,000

45,000

55,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（千円）（円/トン）

（年度）

処理総額 多可町 １トン当たり

兵庫県 １トン当たり 全国 １トン当たり

単位：総額＝千円、１ｔ当たり＝円/ｔ

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

処理総額 198,985 205,537 215,238 239,396 242,975 253,298 240,821 246,224

１トン当たり 36,632 38,751 41,875 46,260 46,952 48,128 46,482 48,119

39,752 44,850 39,264 42,393 42,987 41,673 44,621 49,127

43,487 45,405 46,181 45,070 45,522 47,577 50,226 51,133全国　１トン当たり

多可町

兵庫県　１トン当たり
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図表２－26 有料指定袋制度 

燃えるごみ用（黄色）    容器包装プラ・ペットボトル兼用（透明） 

種類 入る量の目安 枚数 金額  種類 入る量の目安 枚数 金額 

大 45L 程度 10 枚入 350 円  大 45L 程度 10 枚入 250 円 

中 30L 程度 10 枚入 250 円  中 30L 程度 10 枚入 150 円 

小 20L 程度 10 枚入 150 円  

 

図表２－27 ごみ袋有料化収入及び使途 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：みどり園資料 

（※１）みどり園における実績値を使用しているため、本町、加東市（旧滝野町）、西脇市を合

わせた排出量を掲載しています。 

 

９ 温室効果ガス排出状況 

過去５年間の収集運搬、中間処理、最終処分の各過程における温室効果ガス

排出量の推移を、図表２－28 に示します。2015（平成 27）年度の温室効果ガス

排出量は、10,802 トン-CO2と 2011（平成 23）年度に比べ増加しています。 

また、2015（平成 27）年度における温室効果ガス排出量の内訳を、図表２－

29 に示します。全体のうち、98.2％を中間処理による排出が占めていました。 

図表２－28 温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

（※１）みどり園における実績値を使用しているため、本町、加東市（旧滝野町）、

西脇市を合わせた排出量を掲載しています。 

（※２）収集運搬については、収集運搬許可業者分を除きます。 

  

単位：t-CO2/年

項　目 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

収集運搬 147 147 152 152 152

中間処理 9,290 9,907 9,230 10,585 10,612

最終処分 40 46 46 41 38

合計 9,477 10,100 9,428 10,778 10,802

単位：千円

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

91,481 86,232 86,619 82,847 84,080

91,481 86,232 86,619 82,847 84,080

集団回収助成事業 17,525 15,789 15,045 14,173 13,639

容器包装プラの選別・圧縮等 19,537 16,388 13,665 12,591 14,112

指定収集袋の購入等 37,966 38,626 40,280 40,249 41,970

リサイクルプラザ運営管理 933 1,020 1,521 1,390 1,293

プラヤード維持管理 1,545 1,459 1,696 1,674 1,286

その他 13,975 12,950 14,412 12,770 11,780

歳　入

歳　出
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図表２－29 温室効果ガス排出量の内訳（2015（平成27）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

廃棄物（ごみ）と温室効果ガスの関係性について 

ごみ処理の過程における温室効果ガスの主な排出源は、収集・運搬時の石油系燃料の

使用、ごみの燃焼とその際の助燃用燃料の使用及び電力の使用、最終処分における燃料

の使用、埋立地で発生するガス等です。また、温室効果ガスには多くの種類があり、ご

み処理においては、二酸化炭素、メタンなどが発生します。 

ごみ処理に係るこれらの温室効果ガスを削減するためには、収集・運搬の効率化を図

り、廃プラスチック等の石油製品の焼却量を減らすことが重要です。また、水分の多い

生ごみを焼却するにはより多くの燃料を消費するため、しっかりと水きりするほか、で

きる限り堆肥等の資源化を行う必要があります。さらに、ごみの焼却による発電や熱利

用、バイオマス発電などを利用してエネルギーを回収することにより、化石燃料の使用

を抑制し、温室効果ガスの削減の検討をする必要があります。 

単位：t-CO2/年 

収集運搬

152
1.4%

中間処理

10,612
98.2%

最終処分

38
0.4%
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第３章 ごみの減量・資源化の現状 

本町におけるごみの減量・資源化の状況について、集団回収、拠点回収、資源

化量の実績のほか、資源化率・リサイクル率の推移と兵庫県内での順位などにつ

いて示します。 

 
１ 排出前段階 

⑴ 集団回収 

集団回収量の内訳を図表３－１に示します。紙類が最も多く、次いで布類

となっています。また、一部の品目では増減及び横ばいで推移していますが、

紙類は減少しており、全体量としても回収量は減少しています。 

 

 

図表３－１ 集団回収量の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料及び兵庫県環境整備課資料 

 

⑵ 拠点回収 

本町では、使用済小型家電について、拠点回収を実施しています。使用済

小型家電は町内３か所のほか、みどり園に回収ボックスを設置し、回収して

います。2015（平成 27）年 10 月より実証事業、2016（平成 28）年度より本

格的に実施しており、2016（平成 28)年度の回収量は 36 キログラムとなって

います。回収後は資源化業者に売却し、有用な金属類がリサイクルされてい

ます。 

  

単位：ｔ

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

実施団体数（団体） 53 53 53 53 53

紙類 841 775 768 750 705

紙パック 8 5 2 2 2

金属類 95 80 89 81 87

ガラス類 0 0 0 0 0

ペットボトル 13 10 12 11 8

白色トレイ 2 2 1 1 1

布類 121 121 128 120 115

計 1,080 993 1,000 965 918
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図表３－２ 回収ボックス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ リサイクルプラザ 

みどり園のリサイクルプラザでは、衣類や雑貨などの不用品を販売するＲ

ショップ*01（不用品即売コーナー）のほか、家具類などを再生修理したものの

販売が行われています。 

また、体験ルームや学習・研修・情報ルーム、映像ルームが設けられてお

り、廃食用油を利用したせっけんづくり等の講座を実施しています。 

 

図表３－３ リサイクルプラザ（啓発施設）の概要 

名 称 みどり園 リサイクルプラザ 

所 在 地 西脇市富吉南町 262 番地の１ 

供 用 開 始 1997（平成９）年８月 

延 床 面 積 650ｍ２（玄関・ホールを含む） 

構 成 内 容 Ｒショップ（不用品即売コーナー） 

再生修理ルーム 

体験ルーム 

学習・研修・情報ルーム 

映像ルーム 

図表３－４ Ｒショップの様子 
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２ 排出段階 

⑴ 資源ごみの分別回収 

過去５年間の資源ごみの分別回収による回収量の推移を、図表３－５に示

します。計画収集*04 は、家庭からごみステーションへ排出され、みどり園が

収集した資源ごみの量であり、許可収集 *03 は許可業者が事業所から収集し、

みどり園へ搬入した資源ごみの量です。計画収集、許可収集ともに減少傾向

にあります。 

図表３－５ 収集量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

出典：みどり園資料 

 

 

⑵ 資源ごみの持込み 

過去５年間の資源ごみの持込み量の推移を、図表３－６に示します。資源

ごみの持込みは、みどり園に住民自ら直接持ち込んだ資源ごみの量ですが、

主に金属類やビンとなっており、大きな変動はみられません。 

 

図表３－６ 搬入量の推移 

 

 

 

 

出典：みどり園資料  

単位：ｔ

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

容器包装プラ 120 111 114 114 102

ペットボトル 14 14 15 15 11

金属類 57 55 51 46 40

ビン 132 123 128 120 119

合計 323 303 308 295 272

容器包装プラ 0 0 0 0 0

ペットボトル 0 0 0 0 0

金属類 0 0 0 0 0

ビン 9 10 10 7 6

合計 9 10 10 7 6

計画収集
（生活系）

許可収集
（事業系）

単位：ｔ

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

容器包装プラ 0 0 0 0 0

ペットボトル 0 0 0 0 0

金属類 2 2 2 1 1

ビン 4 3 3 3 5

合計 6 5 5 4 6
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３ 中間処理後段階（焼却灰からの鉄分回収） 

みどり園では、焼却灰から鉄分を回収しています。過去３年間の回収量の推

移を、図表３－７に示します。回収後は資源化業者に売却し、鉄分が有価金属

としてリサイクルされています。 

 

図表３－７ 焼却灰からの鉄分回収量の推移 

 

 
 

出典：みどり園資料 

 

 

４ 資源化率とリサイクル率 

⑴ 資源化量 

過去５年間の資源化量の推移を、図表３－８、３－９に示します。集団回

収と資源化処理する量が対象となっており、近年は減少傾向となっています。 

 

図表３－８ 資源化量の内訳 

 

 

 
 

出典：みどり園資料及び兵庫県環境整備課資料 

 

図表３－９ 資源化量の推移 

 

 

   

463 458 473 430 421 

1,080 993 1,000 965 918 

1,543 
1,451 1,473 

1,395 1,339 

0

600

1,200

1,800

H23 H24 H25 H26 H27

（ｔ）

（年度）

集団回収量 資源化処理する量

単位：ｔ

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

14 13 13

単位：ｔ
H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

集団回収量 1,080 993 1,000 965 918
資源化処理する量 463 458 473 430 421

合計 1,543 1,451 1,473 1,395 1,339
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⑵ 資源化率 

過去５年間の資源化率の推移を、図表３-10に示します。2011（平成23）年

度から 3.5ポイント減少しています。 

 

 

図表３－10 資源化率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源化率とリサイクル率について 

本町独自の指標として「資源化率」を用います。本計画においては、資源利用に供さ

れる元となった原料の割合を「資源化率」とし、目標の設定等を行います。総処理量と

集団回収量の合計に対し、資源化処理する量（発生量ベース）に集団回収量を加えた量

の割合をいいます。なお、資源化処理する量とは、資源化処理を経ず直接焼却された量

や直接埋立処分された量以外の量をいいます。 

なお、環境省等で使用されているリサイクル率は、総処理量と集団回収量の合計に対

し、資源化した量（直接資源化量と中間処理後再生利用量）に集団回収量を加えた量の

割合をいいます。 
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選別後
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≪リサイクル率≫ 
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⑶ リサイクル率 

過去５年間のリサイクル率の推移を、図表３-11 に示します。2011（平成

23）年度から約 3.6 ポイント減少しています。 

また、兵庫県内のリサイクル率の順位を図表３－12 に示します。2015（平

成 27）年度における兵庫県内市町のリサイクル率を比べると、本町は 41 市町

中 9 番目となっており、兵庫県平均と比べ 7.1 ポイント上回っています。 

図表３－11 リサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－12 兵庫県内市町におけるリサイクル率の順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省一般廃棄物処理実態調査結果 
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第４章 現状の評価と課題 

みどり園が2006（平成18）年３月に策定した一般廃棄物処理基本計画（以下「現行

計画」といいます。）における目標、施策の達成状況や今回実施した住民及び事業者へ

のアンケート結果などについて示します。また、これらから明らかとなった課題につ

いてまとめています。 

 

１ 現行計画の進捗状況 

本町のごみは、第２章「ごみ収集・処理・処分の現状」及び第３章「ごみの

減量・資源化の現状」に示したとおり、みどり園で処理を行っています。また、

本町のごみの減量・資源化施策についても、現行計画に基づいて取り組んでき

ました。現行計画の数値目標は、みどり園の構成市町（本町、西脇市、加東市

（旧滝野町））全体が対象となっていましたが、ここでは本町の数値及び構成市

町の実施概況を掲載します。 

 

⑴ 目標値の達成状況 

①排出原単位*19（収集＋直搬原単位合計 ※集団回収除く。） 

 

 

 

 

 

②生活系ごみ（抑制率*20） 

 

 

 

 

 

③事業系ごみ（抑制率） 

 

 

 

 

 

≪目標値(現行計画)≫ 

2004（平成16）年度に対し、 

2010（平成22）年度 3.0％削減 

          

2019（平成31）年度 4.5％削減 

 

≪目標値(現行計画)≫ 

2004（平成16）年度に対し、 

2010（平成22）年度 5.0％削減 

    （519.5g/人日） 

2019（平成31）年度 10.0％削減 

       （502.0g/人日）  

≪目標値(現行計画)≫ 

2004（平成16）年度に対し、 

2010（平成22）年度 10.0％削減 

    （211.1g/人日） 

2019（平成31）年度 10.0％削減 

    （220.5g/人日）  

年度 実績（本町） 評価

2004
（平成16)年度

419.9ｇ/人日 －

2010
（平成22)年度

378.6ｇ/人日 ○

2015
（平成27)年度

408.0ｇ/人日 ○

○：達成、×：未達成、－：評価外

年度 実績（本町） 評価

2004
（平成16)年度

106.2ｇ/人日 －

2010
（平成22）年度

 92.9ｇ/人日 ○

2015
（平成27）年度

122.2ｇ/人日 ○

○：達成、×：未達成、－：評価外

年度 実績（本町） 評価

2004
（平成16)年度

526.0ｇ/人日 －

2010
（平成22)年度

471.5ｇ/人日
【10.4％減】

○

2015
（平成27)年度

530.2ｇ/人日
【0.8％増】

－

○：達成、×：未達成、－：評価外
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④再生利用量（割合） 

 

 

 

 

⑤最終処分量 

 

 

 

 

 

⑵ 施策の進捗状況 

１ 発生・排出抑制のための施策 
評価 

施策内容 実施概要 

資源ごみの直接

資源化 

○ 2007（平成19）年度から「そ

の他プラスチック製容器包装」

を新たに分別回収し、資源化に

取り組む。 

○ 2007（平成19）年度から容器包

装プラの分別回収、資源化を開始 

○ 2009（平成21）年度から大型ご

みであるふとんのリサイクルを開

始 

○ 

指定袋制度と有

料制 

○ 生活系ごみについては、ごみ

指定袋制度の導入の検討、有料

化の検討を行う。 

○ 事業系ごみのうち直接搬入分

については、従量制による適正

な料金体系を継続する。 

○ 2007（平成19）年度から有料指

定収集袋制度を開始 

○ 事業系ごみを含む搬入ごみの料

金については、80円/10㎏に改定

（従前70円/10㎏）とし、計量最少

目盛を20㎏から10㎏とした。 

○ 

集団回収活動へ

の支援 

○ 小学校ＰＴＡ等の団体が行う

再生資源への助成金制度の継続

と充実を図る。 

○ 「資源集団回収の手引き」の発

行と実施関連団体への説明会を継

続 

○ 

環境教育、普及 

啓発 

○ 学校や地域社会で副読本等に

よる教育、ごみ処理施設の見学

会等を活用し、住民、事業者に

対してごみ処理に関する情報を

提供する。 

○ 年４回の情報紙「ザ・リサイ

クラー」や広報紙、パンフレッ

トを活用した啓発活動を行う。 

○ 全自治会対象のごみステーショ

ンパトロールや管内の小学校４年

生を対象とした施設見学を毎年実

施し、ごみの分別・減量・資源化

等を啓発している。 

○ 情報紙「ザ・リサイクラー」に

加え、2016（平成18）年度には、

分別制度等変更に伴う啓発チラシ

発行、ごみ説明会「みんなでごみ

を考える会」の全自治会開催、ご

み百科事典の改訂を行った。 

○ 

  

年度 実績（本町） 評価

2010
（平成22）年度

28.6% ○

2015
（平成27）年度

23.7% ×

○：達成、×：未達成、－：評価外

≪目標値(現行計画)≫ 

2004（平成16）年度の総排出量比17.24％に対し、 

2010（平成22）年度 25.5％に向上 

2019（平成31）年度 26.5％に向上  

≪目標値(現行計画)≫ 

2004（平成16）年度2,863ｔに対し、 

2010（平成22）年度 2.0％削減 

2019（平成31）年度 7.0％削減  

年度 実績（本町） 評価

2010
（平成22）年度

432t　 －

2015
（平成27）年度

448t　 －

○：達成、×：未達成、－：評価外
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過剰包装の抑制、

買物袋持参の徹

底 

○ スリムリサイクル宣言店にお

いて実施している簡易包装の促

進、買物袋の持参の徹底、リサ 

イクル品の店頭回収活動を強化

する。 

○ 買物袋持参を呼びかけ、一部店

舗では、90％を超える買物袋持参

率となっている。 ○ 

事業系一般廃棄

物の減量化対策 

○ 事業所における事業系一般廃

棄物の減量、処理に関する計画

の作成、実行を指導する。 

○ 2008（平成20）年度から搬入ご

みについては、中身の見える袋化

を徹底 

○ 2010（平成22）年度から、事業

系燃えがらの適正処理通知と大口

搬入事業者への個別説明等を実施 

○ 

 

２ 再生利用計画 
評価  

施策内容 実施概要 

再生利用に関す

る目標 

○ 資源ごみの流通ルートの確保

及び整備を行う。 

○ 分別区分の細分化を含めた見

直し検討、その他プラスチック

の分別回収の開始 

○ 集団回収制度の見直し及び推

進の強化を図る。 

○ 2009（平成21）年度からふとんリ

サイクルを開始 

○ 2007（平成19）年度から容器包装

プラの分別回収を開始、ペットボト

ルの拠点回収をステーション回収へ

移行 

○ 助成制度を継続実施 

○ 

1）分別計画 

○ 分別計画（９分別） 

燃えるごみ／ペットボトル／

容器包装プラ／金属類／無色透

明ビン／茶色ビン／色ビン／そ

の他不燃物類／大型ごみ 

○ 排出方法 

・指定袋（燃えるごみ／ペット

ボトル／容器包装プラ） 

・容器（金属類／無色透明ビン

／茶色ビン／色ビン／その他

不燃物類 

・戸別収集、直接搬入（大型ご

み） 

○ 左記の分別を実施 

○ 2015（平成27）年度から小型家電

リサイクルを実証実験し、2016（平

成28）年度から本格実施、10分別と

し、回収ボックス（拠点回収）及び

直接搬入での回収を実施 

○ 

2）収集頻度 

○ 燃えるごみ：週２回 

○ ペットボトル：４週１回 

○ 容器包装プラ：週１回 

○ 金属類：週１回 

○ 無色透明ビン／茶色ビン：７

週２回、色ビン：７週１回 

○ その他の不燃物類：７週２回 

○ 大型ごみ：戸別収集（直接搬

入） 

○ 左記の収集を実施 

○ 左記に加え、小型家電について

は、回収ボックス設置施設での受入

れと直接搬入による受入れを実施 

○ 燃えるごみについては、夏季期間

(７月から10月まで)における休日の

特別収集を実施 

○ 
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３ 収集・運搬計画 
評価  

施策内容 実施概要 

収集・運搬に関す

る目標 

○ 収集運搬経費を低減させ、収 

集運搬効率の向上を図る。 

○ 新しいごみ分別区分等の収集

体制等の整備 

○ 収集運搬に伴う環境への配 

慮、作業環境の向上を図る。 

○ 収集車両を３トン車に統一すると

ともに、収集コースの見直しを行 

い、収集効率を向上した。 

○ ペットボトルを拠点回収からステ

ーション回収に移行した。また容器

包装プラの分別回収を開始した。 

○ 2014（平成26）年度からハイブリ

ッド収集車の計画的採用や危険箇所

設置のステーション改善、安全作業

の研修実施 

○ 

1）収集・運搬対

象物 

○ 燃えるごみ 

〇 資源ごみ 

〇 その他の不燃物類 

〇 大型ごみ（申込みによる戸別収

集） 

○ 2007（平成19）年度から資源ごみ

に容器包装プラを追加収集 

○ 

2）計画収集区域 ○ みどり園全域 ○ みどり園全域で実施 ○ 

3）ごみステーシ

ョン 

○ 資源ごみの分別拡大によるご

みステーション数の見直し 

・燃えるごみ   ：1,724箇所 

・不燃ごみ/資源ごみ ：1,262箇 

 所 

・ペットボトル(拠点回収)： 

268箇所 

 

○ 2007（平成19）年度から容器包装

プラの分別回収を開始、ペットボト

ルの拠点回収をステーション回収へ

移行 

【ごみステーション数】 

・燃えるごみ/ペットボトル/容器包装

プラ：1,718箇所 

・金属類/ビン類/容器包装プラ： 

1,283箇所 

○ 

4）収集・運搬車

両 

○ 分別の細分化に伴う車両形態

及び台数の見直し 

○ 老朽化した車両の更新 

○ クリーンエネルギー車（電動、

エタノール等）の採用検討 

○ 2006（平成18）年度から２トン収

集車を廃止、３トン収集車に統一し

収集の効率化を図った。 

○ 更新計画は、おおむね10年使用と

し適性管理 

○ 2014（平成26）年度以降４台のハ

イブリッド収集車両を採用 

○ 
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４ 中間処理計画 
評価 

施策内容 実施概要 

中間処理に関す

る目標 

○ 発生したごみの可能な限りの

資源化と資源化できないものの

減量による最終処分の負荷軽減 

○ 現在の中間処理施設の適正な

運用及び維持管理を行い環境保

全に努める。 

○ 新しい処理システムに適合す

る中間処理施設のあり方を検討

し、広域化を念頭に置いた施設

整備に努める。 

○ 2007（平成19）年度から容器包

装プラの分別による燃えるごみの

減量や2015（平成27）年度から生

ごみの水きり徹底等の啓発 

○ 2014（平成26）年度に長期補修

計画を策定し、維持管理の徹底を

図っている。 

○ 最新施設の見学や研修への参加 

○ 

1)中間処理方法 

○ 燃えるごみ：高カロリー化へ

の対応 

○ 大型ごみ：現状処理を継続 

○ 資源ごみ：ストックヤードの

適正な維持管理 

○ 容器包装プラの分別や攪拌処理

の徹底 

○ 手選別及び手分解の徹底による

適正処理の継続 

○ 受入設備の清掃の徹底による分

別純度の向上 

○ 2013（平成25）年度から焼却鉄

分のリサイクルを実施 

○ 

2)焼却処理施設

による資源・エ

ネルギーの回収

及び利用方法 

○ 広域化による発電その他の余

熱利用を含めた新施設整備の検

討 

○ 既存施設における熱エネルギ

ー利用体制の維持 

○ 本町と西脇市の１市１町で実施

することが決定し、その枠組みで

のエネルギー回収及び余熱利用を

含めた新施設の整備を検討する。 

○ 既存施設の稼働期間は、現状の

熱エネルギー利用体制を維持 

○ 

3)リサイクルプ 

ラザによる資源・ 

エネルギーの回

収 

○ 現状の資源化処理の継続 

○ 啓発事業の継続 

（リサイクル教室、リサイクル

ショップ、展示会、修理再生事

業、リサイクルバンク、フリー

マーケット） 

○ 現状の資源化処理の継続 

○ リサイクルプラザ啓発事業を実

施 

・Ｒショップ 

・再生修理ルーム 

・体験ルーム 

・情報・学習ルーム 

・映像ルーム 

・ごみ処理見学コーナー 

・みどり園リサイクルまつり（年 

１回開催） 

○ 本町と西脇市による枠組みによ

り、新ごみ処理施設整備を検討す

る。 

○ 

 

  



 

34 

５ 最終処分計画 
評価 

施策内容 実施概要 

最終処分に関す

る目標 

○ 現状の最終処分場の適正な維

持管理、環境保全の継続 

○ 新規最終処分場の整備を図る 

○ 最終処分量の減少のための発

生抑制、資源化促進を図る 

○ フェニックス処分場への埋立

処分の継続 

○ フェニックス処分場の搬入基

準適合のためのチェック継続 

○ 北部管理型最終処分場終了

（2010（平成22）年３月）、南部

管理型最終処分場廃止（2015（平

成27）年度）、南部安定型最終処

分場廃止（2015（平成27）年度） 

○ 2008（平成20）年度に「はやす

クリーンセンター」（最終処分場）

が竣工 

○ 2007（平成19）年度から容器包

装プラの資源回収や2013（平成25）

年度から焼却鉄分の資源化実施 

○ 焼却残
ざ ん

渣
さ

及びばいじん処理物

については、フェニックス処分場

への埋立処分継続 

○ フェニックス処分場の搬入基準

適合のためのチェック継続及びば

いじん固化薬剤添加強化等実施 

○ 

1）埋立対象ご

み・埋立期間 

○ 埋立対象ごみ 

①可燃ごみ焼却残
ざ ん

渣
さ

②ばい

じん（飛灰）処理物③大型ごみ

処理物④不燃ごみ⑤災害ごみ 

○ 埋立期間 

新施設：2008（平成20）年度

から2027（平成39）年度までの

20年間 

○ 埋立対象ごみ 

【フェニックス処分場】 

①可燃ごみ焼却残渣
ざ ん さ

②ばいじん

（飛灰）処理物 

【はやすクリーンセンター】 

①可燃ごみ焼却残
ざ ん

渣
さ

③大型ごみ

処理残
ざ ん

渣
さ

④不燃ごみ⑤災害ごみ 

○ 埋立期間 

【はやすクリーンセンター】 

2008（平成20）年度から2027（平

成39）年度までの20年間 

○ 

2）埋立処分量 

○ 埋立処分量 

20年間で24,000㎥の計画 

○ 埋立処分量 

【はやすクリーンセンター】 

4,539㎥（2015（平成27）年度ま

で） 

○ 

3）跡地利用計画 

○ 当該地域の活性化を誘導で

き、かつ地域住民の要望等配慮

したものとすることが望まし

い。立地条件等による制約も考

慮して検討する。 

○ 廃止施設（南部処理センター）

に太陽光発電所を整備 

○ 

  



 

35 

２ 住民・事業者の関心・意識 

⑴ 住民アンケート 

住民のごみの減量や資源化等に対する関心、また実際に取り組んでいるこ

と、施策の認知度等について調査を行い、地域における課題、住民のニーズ、

行政への要望等を把握しました。 

本町内に在住する満 20 歳以上の町民 900 人(住民基本台帳より無作為抽出)

を対象とし、郵送による送付、回収を行いました。 

実施期間と回収結果、各設問及び回答の概要は、次のとおりです。 

≪実施期間≫ 

●調査開始日    2017（平成 29）年３月 15 日（水） 

●回答締切日            ３月 31 日（金） 

≪回収結果≫ 

●回収数       643 件 

●回答率       71.4％ 

 

≪各設問及び回答の概要≫ 

属性（性別、年齢、世帯構成、世帯人数、居住地区、居住年数、居住形態） 

・女性の割合が高い。[65.9％] 

・単身世帯の割合が低い。[2.8％] 

・世帯人数が５人以上の割合が高い。[31.6％] 

・居住年数は 20 年以上の割合が高い。[80.2％] 

・戸建て住宅の割合が高い。[96.4％] 

問 1 現在の分別項目で、分別の際に困っていること 

・容器包装プラ、金属類、その他の不燃物類で分かりづらいとの意見が多かった。 

問 2 ステーション排出に関して、困っていること 

・大きな問題はみられない。 

問 3 ごみ袋の価格について 

・燃えるごみ用(大)と(中)で「高いと思う」、「やや高いと思う」が合わせて半数を超えた。 

問 4 ごみの分別や減量化、資源化に対する関心 

・「ある程度関心がある」の割合が最も高かった。[65.3％] 

問 5 ごみの分別や減量化、資源化への取組状況 

・「いつもしている」、「ほとんどしている」が 50％以下（有効回答中）の取組は以下のとおり。 

→生ごみ処理機などを使う。[20.7％] 

→マイ箸やマイボトルを使う。[39.4％] 

→長期間使うことのできる商品を選ぶ。[47.6％] 

→小型家電の拠点回収を活用する。[28.4％] 

→不用品はフリーマーケットやリユースショップへ出す。[12.5％] 

→ごみ減量・資源化に取り組む店舗で買物をするように努めている。[19.6％] 
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問 6 資源ごみ回収の利用状況 

・「毎回利用している」が最も多い。[78.1％] 

・「知っているが利用したことがない」理由として、「回収回数が少ない」、「店舗等に設置さ

れている無料回収ボックスを利用している」、「事業者が空き地等に設置している無料回収

ボックスを利用している」に分かれた。 

・「知らなかったし、今後も利用しない」理由として、「分別するのが手間だから」、「いつ、

どこに、どのように出すのかが分からないから」、「店舗等に設置されている無料回収ボッ

クスを利用しているから」に分かれた。 

問 7 ①生ごみ、②剪
せ ん

定枝・草木、③雑紙、④紙おむつの分別回収への協力意欲について 

・①生ごみや③雑紙については、「積極的に協力したい」、「できる限り協力したい」が 75％

を超えた。協力に消極的な理由として、「分別するのが手間だから」が最も多かった。 

・②剪
せ ん

定枝・草木、④紙おむつについては、協力に消極的な理由として、「そのごみの量が

少ないから」が最も多く、次いで「分別するのが手間だから」が多かった。 

問 8 知っている施策について 

・「ごみカレンダーの発行」が最も高い。[92.4％] 

・40％以下の施策は次のとおり。 

→Ｒショップ、生かそう資源ごみ運動、ごみ処理施設見学会、廃食用油の回収、小型家電の

拠点回収 

問 9 情報の入手方法について 

・「ごみカレンダー」が最も高い。[89.6％] 

・次いで広報紙「ザ・リサイクラー」[45.4％]、「ごみ分別説明会やごみステーションパト

ロール」[31.9％]となっている。 

・「町役場やみどり園への問い合わせ」[13.2％]や「ホームページ」[7.6％]は低い。 

問 10 もっと知りたい情報について 

・「家庭でできるごみ減量方法」が最も高い。[35.1％] 

・次いで「ごみの分別の種類や出し方」[33.0％]、「ごみ処理にかかっている費用」[24.1％]

となっている。 

問 11 情報の受取手段として充実させた方が良いと思うメディア 

・ホームページ等電子媒体の要望は約 12％と低く、「ごみカレンダー」[57.9％]、「広報たか」

[53.0％]、広報紙「ザ・リサイクラー」[33.3％]の紙媒体が高い。 

問 12 更なるごみの分別や減量化、資源化を進めるために必要と思う施策 

・「分別がわかりにくいものを広報などで定期的に取り上げる」が特に高い。[52.4％] 

・次いで「ごみの減量のアイディアを募集し、紹介する」[20.8％]となっている。 

問 13 意見（自由記述） 

・子どもなどへの教育や住民・転入者への啓発、情報提供等に関する意見が多かった。 

・分別の種類や出し方について詳しい冊子を希望する意見もあった。 

・各分別区分について、以下の意見がみられた。 

→「生ごみ」機器の購入補助をお願いしたい。 

→「剪
せ ん

定枝・草木」多く出るため困っている。 

→「容器包装プラ」分別がわかりにくい。きちんとリサイクルされているか。 

・野焼きをしている人がいる。 
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⑵ 事業者アンケート 

町内の事業所について、ごみの減量や資源化等の取組状況や、ごみ処理の

実態、施策の認知度について調査を行い、事業所を取り巻く現状の把握や課

題、事業者のニーズ、行政への要望等を把握しました。 

多可町商工会に登録されている事業所から抽出した 70 事業所を対象とし、

郵送による送付、回収を行いました。 

実施期間と回収結果、各設問及び回答の概要は、次のとおりです。 

 

≪実施期間≫ 

●調査開始日    2017（平成 29）年３月 15 日（水） 

●回答締切日            ３月 31 日（金） 

≪回収結果≫ 

●回収数       52 件 

●回答率       74.3％ 

≪各設問及び回答の概要≫ 

属性（業種、事業形態、従業員数、事業所の所有形態、住居併設、営業年数） 

・「製造業」[36.5％]、「卸売業、小売業」[21.2％]、「サービス業」[11.5％]の割合が高い。 

・「工場・作業所」[36.5％]が最も多く、次いで「販売店、店舗」[26.9％]となっている。 

・従業員数は「１～４人」[59.6％]が半数以上で、10 人未満の事業所が 73.1％を占める。 

・「賃貸・テナント」は少なく、「自社・グループ所有」の割合が高い。[82.7％] 

・住宅を併設していない事業所の割合が高い。[61.5％] 

・営業年数は 20 年以上の割合が高い。[90.4％] 

問 1 ごみや資源物の分別・処理方法等 

・「生ごみ」、「コピー用紙、ＯＡ用紙」、「雑紙」 

→「無回答」、「発生しない」を除くと、許可業者にごみとして出している。 

「生ごみ」[26.9％]、「コピー用紙、ＯＡ用紙」[25.0％]、「雑紙」[38.5％] 

問 2 ごみ減量化・資源化に関する取組 

・「ある程度、取り組んでいる」[53.8％]が最も高い。「積極的に取り組んでいる」と合わせ

て 78.8％を占める。 

問 3 ごみ減量化・資源化に関してどのような取組を行っているか 

・「缶やびんの分別回収箱を設置している」が最も高い。[36.5％] 

・次いで「再生紙など再生用品の使用に努めている」[34.6％]、取引先や納入業者に簡易包

装等の省資源化や通い箱の使用を依頼している」となっている。[23.1％] 

・推進担当者の設置やマニュアル作成を行っている事業所は少ない。 

問 4 ごみ減量化・資源化に取り組む主な理由 

・「ごみを減らすことでコスト削減につながるため」[46.2％]が最も高い。 

問 5 事業活動により発生するごみに対する事業者の責任について 

・「知っている」[61.5％]が最も高く、「少しは知っている」をあわせると 82.7％を占める。 
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問 6 ごみ減量化・資源化を進めていくうえでの問題点 

・「特に問題ない」[30.8％]が最も高く、次いで「資源化できるものが出ない、又は発生量

が少ない」[19.2％]となっている。 

・問題としては、「ごみの減量化、分別に手間がかかる」[17.3％]、「資源物を保管しておく

場所がない」[13.5％]となっている。 

問 7 今後減量化、資源化を進めたいと考えている品目 

・「機密文書」を除いた紙類が多く、「ダンボール」[32.7％]、「雑紙」[19.2％]、「コピー用

紙、ＯＡ用紙」[17.3％]となっている。 

問 8 ごみ処理にかかる費用について 

・「許可業者等に直接費用を支払っており把握している」[75.0％]が最も高く、「直接支払っ

てはいないが管理会社等から資料を入手し把握している」を合わせると、費用を把握して

いる割合は 86.5％となる。 

問 9 情報の入手方法について 

・「町の広報」が最も高い。[36.5％]次いで、「収集運搬業者への問い合わせ」となっている。

[30.8％] 

問 10 ごみ減量化・資源化を進めていくために必要な施策 

・「収集運搬業者、処理業者に関する情報提供」が最も高い。[30.8％] 

・次いで「リサイクル事業の拡充」[26.9％]、「事業者に対するごみの減量・リサイクルの

啓発、指導」となっている。[23.1％] 

 

 

⑶ 関係団体への調査 

本町及び西脇市内に所在する特徴的な事業の団体や産業経済団体に対して

ごみの減量・資源化に対する関心や取組状況についてアンケート調査票の送

付及びヒアリングを実施しました。調査対象は地域の特徴的な産業に係る団

体及び関連事業者（多可町商工会、みのり農業協同組合、播州織に係る組合

等）10組織としました。 

また、許可業者（８社）に対しても事業系ごみの排出状況や特性を把握す

るために調査対象としました。 

事業者ヒアリングで対象とした個々の事業者以外の視点からの意見等を得

ることで、事業活動におけるごみの減量・資源化に対する取組の現状や課題

などについて把握しました。また、結果については、基本計画及び今後の施

策検討の基礎資料とします。アンケート及びヒアリングの結果は、次のとお

りです。 

≪調査期間≫ 

○アンケート及びヒアリング調査への協力依頼 

2017（平成29）年４月25日（火）～５月８日（月） 

○ヒアリング調査日 

2017（平成29）年５月18日（木）～５月29日（月） 
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≪調査結果≫ 

●地域の特徴的な産業に係る団体及び関連事業者：10組織 

●許可業者：８事業者 

地域の特徴的な産業に係る団体及び関連事業者への調査では、一部の団体

において染色業で発生した汚泥の堆肥化が行われていることが把握できまし

た。なお、一般廃棄物の排出が特に多い事例は確認できませんでした。 

地域の特徴的な産業に係る団体及び関連事業者から両市町への要望は、特

にみられませんでしたが、施策等への関心があり、取組に協力するという回

答も得られました。 

 

許可業者へのヒアリングでは、許可業者の視点から市町内の事業所をみる

と、全体として分別に対する意識や取組は進んでいるとの意見が得られまし

た。しかし、コンビニエンスストアやアパートなどについては分別状況が悪

い場合もあり、許可業者側の取組として、分別が悪いごみは引取らないなど

の対応を進めている事例もありました。市町への協力は要請に応じて対応し

ていきたいとの回答が得られ、許可業者の要望としては、おおむね次のとお

りでした。 

 

①各事業所への啓発指導を行政側主導で行ってもらいたい 

②啓発パンフレットの提供 

③優良な許可業者への評価 

 

行政は、市町内事業所への啓発活動や許可業者へ提供する啓発パンフレッ

ト等の作成、優良な許可業者の評価手法を検討する必要があると考えられま

す。 
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３ システム分析 

「ごみ処理基本計画策定指針」（2016（平成 28）年９月、環境省）において「市

町村は自らの一般廃棄物処理システムについて、環境負荷面、経済面等から客

観的な評価を行い、住民や事業者に対して明確に説明できるよう努めるものと

する」とされています。 

この指針に基づいて、本町の 2014（平成 26）年度の実績を基に、市町村一般

廃棄物処理システム評価支援ツールを用いて、人口規模や都市形態、産業構造

が類似した 34 町村との比較・分析を実施した結果を、図表４－１に示します。 

 

図表４－１ システム分析結果 
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⑴ １人１日当たりごみ総排出量※1 

本町の１人１日当たりごみ総排出量は 645g/人日となっており、類似自治体

の平均 790g/人日より低く抑えられています。 

 

⑵ 廃棄物からの資源回収率※2 

本町の廃棄物からの資源回収率は 24.8％となっており、類似自治体の平均

18.0％を上回っています。 

 

⑶ 廃棄物のうち最終処分される割合※3 

本町の廃棄物のうち最終処分される割合は 8.7％となっており、類似自治体

の平均 9.6％を下回っています。 

 

⑷ １人当たり年間処理経費※4 

本町の１人当たり年間処理経費は 10,786 円となっており、類似自治体の平

均 9,319 円より 1,467 円高くなっています。 

 

⑸ 最終処分減量に要する費用※5 

本町において、最終処分量を減らすために要した費用を１トン当たりで計

算すると 53,396 円となっており、類似自治体の平均 34,353 円より 19,043 円

高くなっています。 

なお、この費用については、それぞれの自治体によって最終処分量の減量

化に向けた状況（中間処理方法や、中間処理対象物からの資源ごみの抽出方

法等）が異なるため、単純な比較はできませんが、みどり園では中間処理の

段階において積極的に資源ごみを抽出しているため、類似自治体の平均より

高くなっていると考えられます。 

 

（※１）１人１日当たりごみ総排出量：ごみ総排出量÷ 365÷計画収集人口×103 

（※２）廃棄物からの資源回収率：資源化量÷ごみ総排出量 

（※３）廃棄物のうち最終処分される割合：最終処分量÷ごみ総排出量 

（※４）１人当たり年間処理経費：処理及び維持管理費÷計画収集人口 

（※５）最終処分減量に要する費用：（処理費及び維持管理費－最終処分費－調査研究費）÷（ごみ

総排出量－最終処分量） 
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４ 課題のまとめ 

第２章の「ごみ収集・処理・処分の現状」、第３章「ごみの減量・資源化の現

状」、第４章の２「住民・事業者の関心・意識」などから本町における更なるご

みの減量・資源化と適正処理を進めていくための課題をまとめました。 

 

⑴ 生ごみの減量・資源化対策の強化を図ること 

ごみの組成を見ると、生ごみ（台所ごみ、未利用食品）が「生活系ごみ」

では都市計画区域 35.89％、都市計画区域外 36.12％、「事業系ごみ」におい

ては 18.33％となっています。また住民アンケートから、生ごみの分別につい

ての住民の協力姿勢がかなりあることがうかがえます。ごみの減量・資源化

をさらに進めて行くためには、この生ごみの減量・資源化の取組を強化して

いくことは大きな課題です。 

 

⑵ ごみ分別精度の向上をすすめること 

ごみの組成を見ると、資源化可能な紙類やプラスチック類が多く含まれて

います。紙類については「生活系ごみ」では、都市計画区域 17.53％、都市計

画区域外 10.98％含まれています。また「事業系ごみ」では実に 28.80％も含

まれています。 

これらの資源化を進めるには、分別精度の向上と資源化システムをつくる

ことが課題です。 

 

⑶ リデュース（発生抑制）とリユース（再使用）施策の充実を図ること 

リデュース（発生抑制）については、買物袋の持参、環境やごみに配慮し

た暮らし方や消費活動、買ったものは修理して長期間使用することなどが求

められています。また、リユース（再使用）では一升瓶やビール瓶などのリ

ターナブル容器の使用・回収や、フリーマーケットや不用品交換などで使わ

なくなったものを必要な人にお渡しすることなどが考えられます。 

みどり園のリサイクルプラザで様々な取組が行われていますが、まだ認知

度は低い状況です。 

今後はリデュース（発生抑制）やリユース（再使用）に関する取組や仕組

みをさらにつくっていくこと、またその情報を広くお知らせしていくことが

課題です。 
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⑷ ごみの減量・資源化に関する情報を分かりやすく隅々まで届けること 

住民アンケートでは、「ごみの分別や出し方」、「家庭でできるごみの減量方

法」、「ごみ処理費用」、「３Ｒに関するお店情報」などを知りたいといった回

答が出ています。特に若年層においてこれらの情報が十分に伝わっていない

現状にあります。また、小型家電の拠点回収の利用者やみどり園のリサイク

ルプラザの利用者が少ないこともその情報が十分に伝わっていないことが要

因の一つに挙げられます。 

事業者アンケートでは、「ごみの減量・資源化の方法」、「ごみの減量・資源

化に取り組んでいる事例」などを知りたいといった回答が出ています。 

これらごみの減量・資源化・適正処理に関する情報を分かりやすく、タイ

ミングよく、対象を十分に考えて伝えることが大きな課題です。 

 

⑸ 資源化率を引き上げること 

本町の資源化率は、2011（平成 23）年度は 29.3％でしたが 2015（平成 27）

年度は 25.8％と低下しています。この要因としては集団回収量が 2011（平成

23）年度においては 1,080 トンであったのが、2015（平成 27）年度には 918

トンとおよそ 160 トンも少なくなっていることがあります。これについては、

集団回収実施団体数と実施回数の増加を図ることが課題です。 

このほかにスーパーなどでの店頭回収や、各事業者が取り組んでいる事業

系ごみの減量・資源化の状況を踏まえながら、これらの取組の強化・支援策

を検討し、実施していくとともに、小型家電などの拠点回収及びみどり園で

行っている資源ごみ回収などの取組の拡大強化を図っていくことも課題です。 

 

⑹ 事業系ごみの減量・資源化をより一層強化・支援をしていくこと 

事業者の責務としては、ごみを自らの責任で処理することやごみの減量・

資源化を図ることなどがあります。 

事業系ごみは、ごみ全体のおよそ 30％を占めていますが、減量・資源化の

取組は決して十分であるとはいえない状況です。この状況を改善していくこ

とが大きな課題です。事業者には自主的にごみの減量・資源化の取組を進め

ていくことが求められており、行政は情報の提供や指導及び資源回収システ

ムづくりなどの支援をしていく必要があります。 
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⑺ ごみ焼却量、ごみ埋立量の削減を図ること 

自然に恵まれたこのまちを次世代へと引き継いでいくために、環境負荷の

低減を図っていくことは私たちに課せられた大きな課題です。これにはごみ

の焼却や埋立をゼロに近づけることが求められます。 

今できることは何かを探り、リデュース(発生抑制)、リユース（再使用）、

リサイクル(再生利用)を進めて、ごみの焼却量や埋立量を可能な限り削減し

ていくこと、そしてごみ焼却施設・埋立施設の安全・適正な管理運用を図っ

ていくことが必要です。 

現在、西脇市とともに新ごみ処理施設建設の検討を始めていますが、新ご

み処理施設建設においても環境負荷の低減や資源循環などに留意した取組が

求められます。  
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第５章 将来推計 

計画の最終年度である 2029（平成 41）年度までの本町の人口の推計とともに、

現状の取組を継続した場合におけるごみ排出量の推移について、推計した結果を

示しています。 

 

１ 将来人口の推計 

本町における将来人口について定めている「多可町人口ビジョン」（2015（平

成 27）年）を基に、本計画で使用する将来人口の推計結果を図表５－１、５－

２に示します。 

将来人口は減少傾向が続くと考えられ、中間にあたる 2023（平成 35）年度は

19,531 人、目標年度である 2029（平成 41）年度には 17,854 人となり、2 万人

を下回ると推計されます。 

 

図表５－１ 将来人口の推計※1 

  

 

 

 

 

図表５－２ 将来人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：多可町人口ビジョン 

 

（※１）2015（平成 27）年度までは多可町統計データによる実績値。2016（平成 28）年度以降につ

いては、多可町人口ビジョンの推計値に示されている 2020（平成 32）・2025（平成 37）・2030

（平成 42）年４月１日の人口を元に数値を補間し、各年 10 月の人口を推計したもの。  

単位：人

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度

22,064 21,452 21,182 20,912 20,642 20,367 20,089 19,810

H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41

19,531 19,253 18,974 18,694 18,414 18,134 17,854

推計値

推計値

22,064 21,452 21,182 20,912 20,642 
20,367 20,089 

19,810 19,531 
19,253 18,974 

18,694 18,414 
18,134 17,854 

0

10,000

20,000

30,000

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41

（人）

（年度） 
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２ ごみ排出量の推計 

本町における近年の実績を基に推計した目標年度までのごみ排出量を、図表

５－３、５－４に、項目別の詳細な推移を図表５－５に示します。 

排出量全体としては減少傾向が継続すると考えられ、2029（平成 41）年度は

4,484 トンと 2015（平成 27）年度と比べ、約 13.8％（約 716 トン）減少し、排

出形態別では、生活ごみが 2,723 トン、事業系ごみが 1,074 トン、集団回収が

687 トンと推計されます。 

 

図表５－３ 排出量の実績値・推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５－４ 排出量の実績値・推計値の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ｔ

実績値

年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度

生活系ごみ 3,295 3,207 3,173 3,140 3,106 3,069 3,033 2,995

事業系ごみ 987 987 993 1,192 1,188 1,182 1,173 1,163

集団回収 918 896 878 859 841 824 808 792

合　計 5,200 5,090 5,044 5,191 5,135 5,075 5,014 4,950

年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度

生活系ごみ 2,958 2,920 2,881 2,842 2,802 2,763 2,723

事業系ごみ 1,151 1,139 1,127 1,114 1,101 1,087 1,074

集団回収 776 760 745 730 716 701 687

合　計 4,885 4,819 4,753 4,686 4,619 4,551 4,484

推計値

推計値

  5,200 5,090 5,044 5,191 5,135 5,075 5,014 4,950 4,885 4,819 4,753 4,686 4,619 4,551 4,484 

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41

（ｔ）

（年度）

生活系ごみ 事業系ごみ 集団回収
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第６章 ごみ処理基本計画 

第４章「現状の評価と課題」や第５章「将来推計」等を踏まえ、本町の循環型

社会形成に向けた基本理念及びそれを実現するための基本方針や目標、目標達成

に向けた主要施策を示します。 

 

１ 基本理念 

 

 

 

 

環境への負荷を減らすためには、限りある資源の消費を抑制し、資源を循環

させることが求められています。加えて、ごみを適正に処理することは、現在

及び将来の住民の良好な生活環境の保全や公衆衛生の向上には欠かすことがで

きません。そのため、将来的には、燃やすごみや埋め立てるごみをゼロに近づ

ける社会づくりにつなげていくことが重要です。 

このような中、本町では、「ともに進める“ごみ減量”と“資源循環”～も

ったいない！の心を行動へ～」を基本理念とし、まず２つのＲ（リデュース：

発生抑制、リユース：再使用）を、そして３つ目のＲ（リサイクル：再生利用）

と安全・効率的なごみ処理を住民と事業者と行政がともに知恵と力を出し合い、

推進します。そして、本計画を実践していくことで、自然に恵まれた持続可能

な“多可”を次世代につないでいきます。 

 

図表６－１ 循環型社会のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

ごみの減量・ 

資源化の視点 

経済性等 

の視点 

 

環境負荷 

低減の 

視点 

住民・事業者の 

視点 

・ごみの減量  

・資源・エネルギーの利活用  

・適正処理  

・処理コスト 

の低減  

・地域の 

活性化  

・防災面の 

強化  

・温室効果  

ガス排出量  

の削減  

・再生可能  

エネルギー 

の利用  

・ライフスタイル、ビジネススタ

イルの循環型への転換  

※パラダイムシフト 
  その時代や分野において、当然のこととして考えら

れていた考え方や価値観などが変化すること。 

ともに進める “ごみ減量” と “資源循環” 

～ もったいない！ の心を行動へ ～ 
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２ 基本方針 

基本理念の実現に向けて、次のとおり５つの基本方針を定めます。これらの

基本方針に基づいて、各施策を展開していきます。 

 

「もったいない精神」による発生抑制と再使用の推進

  

 

 

 

資源循環に向けた分別の徹底による再生利用の推進 

 

 

 

 

ごみの減量・資源化を考え、行動する人づくり 

 

 

 

 

ごみの減量・資源化を促す充実した情報の発信 

 

 

 

 

 

みどり園等と進める適正かつ効率的なごみ処理体制の再構築 

 

 

 

 

  

日頃の暮らしや事業活動において、「もったいない精神」を忘れないことが大切

です。燃えるごみには、資源である紙類・容器包装プラ、未利用食品等が含まれ

ており、これらをごみにしない発生抑制に向けた取組を進めます。また、「ものを

大切にする」意識を高め、再使用を推進します。  
 

燃えるごみや燃やさないごみの中に、資源として利用可能なものが混入してい

ます。分別の徹底を推進するとともに、資源の更なる再生利用の仕組みづくりを

目指します。  

ごみの減量・資源化には、住民・事業者・行政が自らの役割を認識し、高い意

識を持って行動することが必要です。そのため、ごみや環境に関心を持ち、日頃

から３Ｒを意識して実践できるよう、適正な処理につながる分かりやすい情報の

発信に取り組みます。  

現ごみ処理施設については、みどり園とともに適正な運用・管理や収集運搬効

率の向上に努めます。また、新ごみ処理施設の計画においては、所管する西脇多

可行政事務組合のほか、みどり園や西脇市と連携し、環境負荷の低減や資源化の

推進に配慮したシステムづくりを行います。分別区分や収集方法の見直し時には、

スムーズに移行できるよう適正な処理体制を整えます。  

限りある資源を次世代に引き継いでいくため、次世代を担う子どもたちをはじ

め、住民・事業者に向けて３Ｒや、ごみの減量・資源化に関する行動につながる

教育・学習活動を継続的に展開します。  
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３ 目標の設定 

⑴  設定項目 

重点目標１ １人１日当たりごみ排出量（集団回収除く。）  520ｇ 

本町の１人１日当たりごみ排出量は、減少傾向にありますが、より一層の

ごみの減量（発生抑制）に向けて、一人ひとりが積極的に取り組んでいくこ

とが必要です。その成果が分かる指標として「１人１日当たりごみ排出量」

を目標値に設定します。 

■関連目標 1-1 １人１日当たりごみ排出量（集団回収含む。）    637ｇ 

■関連目標 1-2 １人１日当たり生活系ごみ排出量（集団回収除く。） 401ｇ 

■関連目標 1-3 １人１日当たり事業系ごみ排出量          119ｇ 

 

重点目標２ 資源化率                   50％ 

本計画においては、２つのＲとともに、３つ目のＲ（リサイクル：再生利

用）を重視しています。燃えるごみに混入している紙類や容器包装プラ等の

分別、資源化を進め、焼却量や最終処分量削減の進捗状況がわかる指標とし

て「資源化率」を目標値に設定します。 

■関連目標 2-1 リサイクル率 34％ 

 

重点目標３ １人１日当たり燃やすごみ量           444ｇ 

本町では、燃えるごみ中の紙類や容器包装プラ等の分別の向上、水きりと

いった燃えるごみの減量に向けた取組が必要となっています。そのため、こ

れらの進捗状況がわかる指標として「１人１日当たり燃やすごみ量」を目標

値に設定します。 

 

重点目標４ 最終処分量                      265ｔ/年 

現在、本町では、はやすクリーンセンター及び大阪湾フェニックスセンタ

ーで埋立処分を行っています。これらの最終処分場は有限であるため、でき

る限り最終処分量を削減し施設の延命化を図る必要があります。その最終処

分量削減の進捗状況がわかる指標として「最終処分量」を目標値に設定しま

す。 
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基準年度 中間目標年度 目標年度

図表６－２ 目標の設定 イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６-３ 目標値一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－４ １人１日当たりのごみ排出量の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年度

2015（平成27）年度

目標年度

2029（平成41）年度

ごみ発生量

処理
・

処分量

最終処分量（減少）

焼却処理量（減少）

資源化量

ごみ発生量

最終処分量

焼却処理量

資源化量（増加）

発生抑制

資源化量

処理量

減少

資源化量

増加

基準年度 中間目標年度 目標年度

平成27年度 平成35年度（増減） 平成41年度（増減）

重点目標１
１人１日当たりごみ排出量

（集団回収除く。）
g/人日 530.2 532.4（0.4％増） 520.2（1.9％減）

関連目標1-1
１人１日当たりごみ排出量

（集団回収含む。）
g/人日 643.9 647.3（0.5％増） 637.8（0.9％減）

関連目標1-2
１人１日当たり生活系ごみ

排出量（集団回収除く。）
g/人日 408.0 406.5（0.4％減） 401.1（1.7％減）

関連目標1-3
１人１日当たり事業系ごみ

排出量
g/人日 122.2 125.9（3.0％増） 119.1（2.5％減）

重点目標２ 資源化率 ％ 25.8 25.6（0.2ポイント減） 50（24.2ポイント増）

関連目標2-1 リサイクル率 ％ 23.7 23.6（0.1ポイント減） 34（10.3ポイント増）

重点目標３ １人１日当たり燃やすごみ量 g/人日 482.6 506.5（5.0％増） 444.4（7.9％減）

重点目標４ 最終処分量 t/年 448 413（7.8％減） 265（40.8％減）

項目 単位

（年度） 
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図表６-５ 上位計画等の目標値一覧（参考） 

 

基準年度 目標年度

平成12年度 平成32年度

１人１日当たりの家庭系

ごみ排出量

（集団回収、資源ごみ除く）

g/人日 約660 約500(約25％減)

国（廃棄物処理法基本方針）

基準年度 目標年度

平成24年度 平成32年度

１人１日当たりの家庭系

ごみ排出量

（集団回収、資源ごみ除く）

g/人日 約540 約500(約８％減)

排出量 百万ｔ 約45 約40(約12％削減)

排出量に対する再生利用

量の割合
％ 約21 約27(６ポイント増)

最終処分量 百万ｔ 4.7 4.0(約14％削減)

基準年度 目標年度

平成19年度 平成32年度

１人１日当たりごみ排出量 g/人日 1,044 835(20％減)

再生利用率 ％ 16.7 25(8.3ポイント増)

基準年度 目標年度

平成26年度 平成38年度

１人１日当たりごみ排出量 g/人日 636 600（約5.7％減）

単位

国（第三次循環型社会形成推進基本計画）

単位

兵庫県（兵庫県廃棄物処理計画）

多可町（第２次多可町総合計画）

単位

単位
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４ 目標達成に向けた主要施策 

⑴ 施策体系 

５つの基本方針に沿って、各施策を展開します。施策体系について図表６

－６に示します。 

 

図表６－６ 施策体系 

 

 

  

施策５－５　災害廃棄物対策

施策５－６　新ごみ処理施設の整備

施策３－３　イベント型啓発事業の開催

施策４－３　ＩCＴ活用による情報発信

施策４－２　印刷物による情報発信

　基本方針５　事務組合と進める適正かつ効率的なごみ処理体制の再構築

施策５－１　収集効率の向上と環境負荷の低減

施策５－２　中間処理施設の適正な管理運用

施策５－３　最終処分場の適正な管理運用

施策５－４　ごみの不法投棄防止・ポイ捨て防止

　基本方針３　ごみ減量・資源化を考え、行動する人づくり

施策３－１　体験型学習の実施

施策３－２　講座型学習の実施

　基本方針４　減量・資源化を促す充実した情報の発信

施策４－１　適切な情報発信

　基本方針２　資源循環に向けた分別の徹底による再生利用の推進

施策２－１　分別の推進

施策２－２　資源化の推進

　基本方針１　「もったいない精神」ですすめる発生抑制と再使用の推進

施策１－１　生ごみの発生抑制に向けた取組

施策１－２　「エコショップ認定制度（仮称）」の実施

施策１－３　マイボトル、マイ箸
はし

、マイコップの持参

施策１－４　リユースへの取組

施策１－５　不用品の交換等

基本方針２ 資源循環に向けた分別の徹底による再生利用の推進

基本方針１ 「もったいない精神」による発生抑制と再使用の推進

基本方針３ ごみの減量・資源化を考え、行動する人づくり

基本方針４ ごみの減量・資源化を促す充実した情報の発信

基本方針５ みどり園等と進める適正かつ効率的なごみ処理体制の再構築
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⑵ 施策に取り組む主体と役割 

本計画の目標を達成するためには、住民や事業者、行政のそれぞれが主体

となって取り組み、役割を果たす必要があります。さらに３者が連携・協力

して取り組むことで、高齢化などの地域の課題に柔軟に対応できるとともに、

相互の信頼関係の構築と住民・事業者の参加が促進され、それぞれの意識の

改善につながり、各施策の効果の向上が可能になります。 

 

①住民 

住民は、日常生活の中でごみを排出する当事者としての意識を持って行動

し、より一層のごみの減量のための買物行動の実施や資源化のための分別の

徹底を行うなどの役割を担います。 

 

②事業者 

事業者は、各々の事業活動において発生するごみについて、自己処理の原

則に基づき、適正な処理を行うとともに、業態に即した３Ｒ（リデュース（発

生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用））に取り組んでいく役

割を担います。 

 

③行政 

行政は、限りある資源をムダなく使うために、リサイクルによる「資源の

再利用」から持続可能な社会の構築を目指して、町民や事業者の取組を支援

します。さらに、循環型社会形成に向けて３者をとりまとめるコーディネー

ターとしての役割も担います。 

また、一事業者としての３Ｒへの率先行動に努めます。 
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図表６－７ 住民・事業者・行政の役割と協働のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・住民：町内に居住する者、町内で働く者や学ぶ者、活動する個人や団体 

・事業者：町内で事業を営む個人や団体（法人） 

・行政：執行機関（町の行政の実務を行う行政機関）と議会 

 

⑶ 施策の内容 

 

 

施策１－１ 生ごみの発生抑制に向けた取組 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

①三きり運動の推進 

・台所ごみの水きり 

・食材の使いきり 
エコクッキング教室の開催、冷蔵庫内のチェック等 

・お料理の食べきり 

買いすぎない、作りすぎない 
「3010（さんまる・いちまる）運動＊08」の展開 

飲食店での「小盛りメニュー」「高齢者用メニュー」等、「食べきりサイ

ズ」の実施の呼びかけ 
②段ボールコンポスト＊13の普及促進 

③コミュニティ生ごみ堆肥化設備設置促進制度（仮称）の検討 

環境に配慮 

した購買行動 

情報提供・ 

取組支援 

情報提供・ 

取組支援 

分別等の実践 

取組への協力 

資源化等の実践 

取組への協力 

環境に配慮した商品やサービスの提供 

基本方針１ 「もったいない精神」による発生抑制と再使用の推進 

事業者 

行 政 

住 民 
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施策１－２ 「エコショップ認定制度（仮称）」の実施 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

開始 拡充 

・レジ袋削減協力店の拡大 
・マイバック持参運動の展開 

・簡易包装の取組 

・ばら売り、量り売り、詰め替え商品の販売 

 

施策１－３ マイボトル、マイ 箸
は し

、マイコップの持参 

取組主体 住民、事業者 実施時期 
前期 後期 

拡充 継続 

・イベントや日常生活でのマイボトル等の持参 

 

施策１－４ リユースへの取組 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

開始 継続 

・イベント等におけるリユース食器の使用促進 

・リターナブルびん飲料等の販売・購入と回収促進 
・レンタルやリースの活用 

消費期限と賞味期限について 

消費期限は、袋や容器を開けないままで書かれた保存方法を守って保存していた場合

に、この「年月日」まで、「安全に食べられる期限」のことです。 

賞味期限は、袋や容器を開けないままで書かれた保存方法を守って保存していた場合

に、この「年月日」まで、「品質が変わらずにおいしく食べられる期限」のことです。

この期限を過ぎても、すぐに食べられなくなるわけではありません。 

製造日 消費期限 賞味期限
時間の経過

品質

食べられる限界

早く悪くなるもの

劣化が比較的遅いもの

ここまで飲食可能 ここまで飲食可能
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施策１－５ 不用品の交換等 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・フリーマーケット、リユースショップの利用 

・「みどり園リサイクルプラザ」における事業の継続と周知 
・「Ｒショップ」での不用品交換・修理・販売 

 

 

施策２－１ 分別の推進 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・ごみ減量・資源化説明会の実施 

・燃えるごみの分別回収の検討 
・町ホームページに「もったいないサイト（仮称）」の開設 

・スマートフォンに対応したごみ分別等アプリの導入の検討 

図表６－８ ごみ減量・資源化説明会 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

施策２－２ 資源化の推進 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

①生ごみ資源化の推進 

・段ボールコンポストの普及促進【再掲】 

・学校給食における食べ残し、調理くずの堆肥化推進 
・コミュニティ生ごみ堆肥化設備設置促進制度（仮称）の検討【再掲】 

・エコレストラン等認証制度（仮称）の実施（食品ごみを排出する飲食店等

の生ごみ資源化推進） 

基本方針２ 資源循環に向けた分別の徹底による再生利用の推進 
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②拠点回収の充実 
・廃食用油回収場所の拡大と周知徹底 

・小型家電回収場所の周知徹底 

・剪
せ ん

定枝回収資源化方策の検討・実施 
③店頭回収の促進 

・店頭回収実施店舗の拡大、実績報告による排出量の把握、広報による周知 

④資源集団回収活動の強化 
・実施団体数の増加と実施回数の増加 

・「資源ごみ集団回収の手引き」の発行と説明会の開催 

⑤事業系ごみの資源化の推進 
・紙ごみ（機密書類を含む。）の資源化システムの確立 

・事業所ごみ減量指導制度（仮称）の実施 

・エコレストラン等認証制度（仮称）の実施（食品ごみを排出する飲食店等

の生ごみ資源化推進）【再掲】 

・優良事業者表彰制度（事業系一般廃棄物の減量・リサイクルに積極的な取

組をしている事業者に対する表彰）の実施 
・許可業者、古紙回収等資源回収業者との事業系ごみの減量・資源化を検討 

 

 

 

施策３－１ 体験型学習の実施 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・住民：廃食用油リサイクル粉石けんづくりの実施 

・住民：エコクッキング教室の開催【再掲】 

・学校園：食べきり運動の実施 
・学校園：児童･生徒向けの環境教育･啓発の実施 

・学校給食センター：食べ残し・調理くずの堆肥化推進【再掲】、環境学習の

機会提供 
・住民・事業者・学校園：ごみ処理・資源化施設の見学の実施 

 

施策３－２ 講座型学習の実施 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・住民：ごみ減量・資源化説明会の実施【再掲】 

基本方針３ ごみの減量・資源化を考え、行動する人づくり 
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・住民：エコクッキング教室の開催【再掲】 
・住民：グリーンコンシューマー講座の実施 

・事業者：事業所のごみ減量・資源化セミナーの開催 

・学校園：出前講座「３Ｒ・ごみ学習」の開催 

 

施策３－３ イベント型啓発事業の開催 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

継続 継続 

・リサイクルまつりの開催 

・環境・健康ふれあいまつりの開催 

 

 

 

施策４－１ 適切な情報発信 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・必要な情報をタイミングよく分かりやすく発信 

・外国人、高齢者、障害者にも優しい情報提供活動 

 
施策４－２ 印刷物による情報発信 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・ごみ副読本の発行 

・ごみカレンダーの発行 

・情報紙ザ・リサイクラーの発行 
・広報紙の活用 

・資源ごみ集団回収活動手引書の発行 

・もったいないハンドブック（仮称）住民版の発行 
・もったいないハンドブック（仮称）事業者版の発行 

・転入者向け いらっしゃい！もったいないパンフ（仮称）の発行 

  

基本方針４ ごみの減量・資源化を促す充実した情報の発信 
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図表６－９ 情報紙ザ・リサイクラー 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

施策４－３ ＩＣＴ活用による情報発信 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・町ホームページに「もったいないサイト（仮称）」の開設【再掲】 
・スマートフォンに対応したごみ分別等アプリの導入の検討【再掲】 

 

 

 

施策５－１ 収集効率の向上と環境負荷の低減 

取組主体 事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

継続 継続 

・新たな分別方法に対応したごみステーションの配置検討 

・新たな分別方法に対応した収集頻度、収集方法の検討 

・危険個所のごみステーションの見直し 
・燃費の向上と温室効果ガス削減に向けたハイブリッド収集車両の導入推進 

・有料指定袋制度の継続実施 

・許可業者と事業系ごみ適正処理についての協議 

 

施策５－２ 中間処理施設の適正な管理運用 

取組主体 事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

継続 継続 

・点検と整備による安定・安全な運用確保 

・搬入事業者に対する指導の徹底 

・産業廃棄物等搬入不適物の適正処理徹底 

 

基本方針５ みどり園等と進める適正かつ効率的なごみ処理体制の再構築 
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施策５－３ 最終処分場の適正な管理運用 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

拡充 拡充 

・はやすクリーンセンターの適正な管理運用 

・大阪湾フェニックスセンターへの搬入継続 
・蛍光管や乾電池、焼却灰の資源化の実施 

 

施策５－４ ごみの不法投棄防止・ポイ捨て防止 

取組主体 住民、事業者、行政 実施時期 
前期 後期 

継続 継続 

・警察や住民と協力した不法投棄監視パトロールの実施 

・地域団体等環境美化活動の支援 
・兵庫県との連携による不法投棄監視カメラ、啓発看板、防止ネットの提供 

・環境美化パトロールの実施 

 
施策５－５ 災害廃棄物対策 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

継続 継続 

・許可業者等との災害ごみ収集運搬協定の検討 
・他自治体との応援・受援協定 

・多可町地域防災計画に基づく廃棄物処理マニュアルの策定 

 

施策５－６ 新ごみ処理施設の整備 

取組主体 行政 実施時期 
前期 後期 

継続 ― 

・ごみ資源化に対応する施設づくり 
・環境負荷を低減した施設づくり 

・住民との合意に基づく施設づくり 

・誰もが見学しやすい施設づくり 
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５ 新ごみ処理施設の整備の在り方 

⑴ これまでの経緯 

 

① ごみ処理施設整備の新しい動き 

従来のごみ処理施設の整備においては、効率的な燃焼、余熱利用による地

域暖房、ごみ発電が進められてきました。 

近年はさらに温室効果ガスの排出抑制、省エネシステム、創エネシステム、

災害対策の強化といったことが要請されています。 

② 新ごみ処理施設整備の要請 

現在、本町のごみについては、みどり園において処理しています。 

みどり園については、焼却施設及びリサイクル施設が 1996（平成８）年の

稼働から約 20 年が経過しており、建て替え時期を迎えています。 

このため、西脇市と１市１町の枠組みで新ごみ処理施設の整備に取り組む

こととし、本計画の中間年度の翌年、2024（平成 36）年度の稼働に向けて、

施設整備にかかる検討・準備を進めています。 

 

⑵ 基本的方向性 

本計画が目指す「ともに進める“ごみ減量”と“資源循環”」や国が進める

循環型社会の実現のためには、様々な製品の原料や燃料となる化石燃料を含

む天然資源の消費の抑制を図り、環境負荷の低減を図る必要があります。廃

棄物処理においてごみ量や焼却等の処理量を削減することで、天然資源の使

用を抑制することができ、温室効果ガス排出量の削減、さらには低炭素社会

の実現にも貢献することができます。 

 

① 本計画に基づく施設として整備する 

「ともに進める“ごみ減量”と“資源循環”」を基本理念とする本計画に

おけるごみ排出量予測等に沿いながら、施設整備を進めます。 

② 温室効果ガスの排出抑制など環境への負荷を低減する施設とする 

ごみ処理施設が環境の汚染源とならないことは当然であり、温室効果ガス

の排出抑制とエネルギー消費の低減を図ります。 

③ 安定的かつ効率的なごみ処理を確保する施設とする 

本計画によりごみ減量や資源化を目指しますが、なお処理すべきごみは排

出されます。これを安定的かつ効率的処理することは、新ごみ処理施設の基

本的責務です。 
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④ 「ごみを生かす」施設とする 

資源ごみの分別徹底や、新たな分別品目の設定に対応できるシステムを備

えるなど、「ごみを生かす」施設として整備します。 

⑤ 災害に対応できる施設とする 

災害発生時には一時に大量の災害廃棄物が発生し、これを処理しなければ

なりません。 

災害によりごみ処理施設の機能が停止することがないよう、耐震性、地盤

改良、浸水対策等の必要な対策を講じます。 

また、災害廃棄物の収集運搬に困難をきたすことがないように、ごみ処理

施設内や町内に仮置場の候補地を選定しておくことも重要です。 

⑥ 環境学習の拠点として整備する 

ごみの減量と資源化を推進していくためには、住民の協力と参画が重要で

す。新ごみ処理施設においても、環境学習の拠点として整備し、啓発の充実

を図ります。 

⑦ 住民・事業者との合意により進める 

ごみ処理は、住民の合意がなくては進めることはできません。行政と住

民・事業者が情報を共有し、対話により合意を図りながら新しい施設整備を

進めていきます。 

 

⑶ 将来に向けて 

本計画がめざす資源化率の向上のためには、剪
せん

定枝・草木や生ごみの資源

化の検討が不可欠です。 

すでにチップ化や堆肥化、メタン発酵などの資源化、エネルギー化に取り

組んでいる事例があり、さらに新しい技術の研究開発も進められています。 

今後は新しい技術についても調査研究を進め、本町に相応しい処理技術に

より新しい施設を検討します。 

また、地域産業の発展や地域の活性化といった視点からも、検討をしてい

きます。  
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第７章 フォローアップ 

住民・事業者・行政の協働により、本計画を着実に推進するため、計画の周知や推

進体制・進行管理、見直しについて、以下のとおり定めます。 

 

１ 計画の周知 

住民・事業者・行政の３者が本計画に対する理解を深め、主体的かつ積極的

にごみの減量や資源化に向けた取組を推進していく必要があるため、本計画を

広くＰＲするとともに、分かりやすく説明します。広報・ホームページ等の様々

な広報媒体を活用し、多方面からアプローチします。また、分かりやすい表現

や関心が得られるような手法を用い、より多くの住民・事業者と計画・目標の

共有化を図ります。 

 

２ 計画の推進体制と進行管理 

各施策の実効性・継続性を高めるためには、住民・事業者・行政がごみに対

する意識を高めて行動し、それぞれの役割を果たすとともに、各主体のパート

ナーシップ（協働）によりごみの減量や資源化へ取り組む体制の構築が必要で

す。 

本町では、パートナーシップの体制構築に向け、それぞれの主体が必要とす

る多様な情報の発信に努めるとともに、協働で取り組む機会と場をつくります。 

なお、本町だけでは対応が困難な事項については、近隣市町等との連携や国、

県に対する要請を行います。 

計画の進行管理については、各部局における各種施策の実施状況について、

定期的な把握と点検が必要となります。 

本町では、環境マネジメントシステム＊02 の考え方に基づき、ＰＤＣＡ「計画

（Plan）、実行（Do）、点検（Check）、見直し（Action）」のサイクルによる進行

管理を行います。 

 

〇計画（Plan） 

ごみの減量・資源化に向けて、基本的な方針や目標とする数値を定めると

ともに、取り組むべき施策等をまとめた計画を作成します。ここでは、本計

画を指します。 
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〇実行（Do） 

本計画で示した施策に基づき、住民・事業者・行政などの主体が連携して

取組を進めます。 

 

〇評価（Check） 

行政は、実際の取組状況や目標の達成状況などについて把握を行います。

また、把握した情報を「多可町環境保全審議会」に報告（諮問）します。 

 

〇見直し（Action） 

多可町環境保全審議会は、計画の策定や変更、計画の推進について審議し

ます。行政は、審議会からの答申や提言を受けてその反映に努めるとともに、

これらの情報を住民や事業者に広く公表します。 

 

このように、多可町環境保全審議会からの意見や提言を求めながら町が計

画の進行管理を行っていきます。 

 

 

図表７－１ 推進体制イメージ        図表７－２ ＰＤＣＡイメージ 
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３ 計画の見直し 

本計画は、中間目標年度である 2023（平成 35）年度に見直しを行います。 

また、関係法令の改正、廃棄物を取り巻く環境の変化等、社会情勢に大きな

変動があった場合は、必要に応じて見直しを行うものとします。 
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